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資格認定事業の設立プロセス
―シューフィッター資格を事例として―

     三浦紗綾子

Establishing private qualification programs:
 How the shoe-fitter qualification program was established

Sayako Miura

要旨

　民間の資格制度について、根拠なき印象論では、大した内容がなく容易に設立でき（て儲かるビ

ジネルモデル）というイメージがそれに付与されている。それに対して、限られた既存研究では、

内部資源にも外部環境にも恵まれた団体にしかそれは開始できないことが示唆されている。シュー

フィッター資格を対象とした事例記述から、団体は事前に条件に恵まれていたわけではなかったが、

事業活動を遂行する中で資源を蓄積して活用し、外部環境には積極的に働きかけを行って、事後的

に内部資源と外部環境を整えていったプロセスが明らかになる。

Summary

　　 In comparison to research on national qualification systems, research on private qualification 

systems is limited. Common opinion is that private qualification systems are easy to establish and earn 

money. However, academic research indicates that only private organizations with sufficient resources 

and in favorable environments can successfully establish qualification systems. This study describes the 

process through which a private group accumulates and utilizes knowledge, resources, and the 

environment to establish a shoe-fitter qualification program, which is a gradual process. This case study 

shows that establishing a qualification program is not easy. However, an organization does not have to 

be lucky with resources and environments to be successful. A gradual operational process can achieve 

both resources and a favorable environment to help an organization in establish a qualification system.

キーワード：職業資格制度、民間資格、事業設立プロセス、シューフィッター、靴産業
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１ はじめに
　本稿の目的は、民間団体が実施する職業資格制度について、資格認定事業創設にいたるプロセス
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を明らかにすることにある。人々の資格に対する関心は高いといわれているが（今野・下田、1995；

辻、2000）、民間の資格制度についてはほとんど研究がなされていない。

　裏づけのない印象論では、「比較的手軽に創設できて、時流に乗ると安定した収益が得られるビ

ジネスモデル」1 と批判的なイメージが寄せられることがある。それに対して、限られた先行研究

といえる長谷川・薬袋（2010）では、資格認定事業開始のための９要件が提示されたが、資格認定

事業創設について十分に説明できているとはいえない。彼らの主張を突き詰めると、内部資源と外

部環境に関わる9要件に事前に恵まれた団体のみ資格認定事業を開始できることになる。彼らは9要

因を列挙しており、要因間の時間的順序関係や因果関係を省いてしまっているからである。

　従って本稿では、長谷川・薬袋（2010）の９要件を出発点としながら、それらの時間的順序関係

や因果関係に注意を払って、民間団体による資格認定事業設立までのプロセスを明らかにしたい。

具体的には、シューフィッター資格認定事業開始までのプロセスを記述する。

　ここから明らかになるのは、シューフィッター資格認定事業を企図した団体には足りない資源が

あり、環境が整っていたわけでもなかったが、事業活動を行いながらそれらの資源を蓄積・活用す

ると同時に環境に働きかけを行い、資格認定事業を開始させたことである。従って、資格認定事業

は設立が容易なわけではないが、事前に9要件が揃っている場合にしかそれを成し遂げられないわ

けでもなかった。

　本稿の構成は次の通りである。第II節では資格に関する既存研究を検討して問題を明らかにする。

第III節では、設定された問題に答えるための事例研究の方法を示す。第IV節ではシューフィッター

資格の事例を記述する。第V節で既存研究と対比させながら事例を整理する。最後に第VI節で貢献

点と限界を整理して本稿の結びとする。

II. 既存研究
    1. 職業資格制度に関する既存研究

　日本の職業資格制度について、公的資格については研究が蓄積されてきたが、民間資格について

はほとんど研究がなされていない。これまで研究の対象になってきた主な資格は教員、弁護士、医

師、看護士、税理士、公認会計士、社会福祉士関係等の資格制度であり（e.g.橋本、2015；辻、

2000；依田、1976）、これらは全て公的資格にあたる。公的資格とは、法令によって資格の諸条件

が明確に規定されているものである（辻、2000）2。これらの資格を持つ人たちの職業集団が、その

社会的地位を高めるためにいかに格闘してきたかについて研究がなされている（e.g. 橋本、2015；

石村、1969；Larson, 1977）。知識や技術の専門性を高めるための活動に加えて、類似の業務を行う

職業に対する自らの職域の明確化・拡大や報酬向上のために利害関係者に働きかけを行う政治的な

プロセスが明らかにされている3。 

　これに対して、法令に依らない資格すなわち民間の資格制度に関する研究はほとんどない。公的

職業資格制度に比べて民間の職業資格制度に関する研究が進まないのは、法令による制約がないた

め全体が把握しにくいことによるのだろう。民間資格は数千あり、年間数百の資格が生まれている
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とも言われている4。さらに、公的性質がないので個別の資格制度に関する資料がほとんど公表さ

れないことも原因であろう。

　しかしながら、公的資格・民間資格に限らず、職業資格に対する人々の関心は高いといわれ続け

ている（今野・下田、1995；辻、2000；依田、1976）5。したがって、民間の職業資格制度に関する

研究が求められていると思われる。

　マスメディアや一般の人々が民間の職業資格制度に寄せるイメージには次のようなものがある。

「民間資格というのは企業が金儲けのためにやっているビジネスですから、ありがたみなどありま

せん」（佐藤、2012、p．81）。「比較的手軽に創設できて、時流に乗ると安定した収益が得られるビ

ジネスモデル」6である。「営利企業や私的団体が独自に（悪い言い方をすると勝手に）つくってい

るものです。・・・（中略）・・・試験・認定・検定もいい加減なものが多いです」7。

　資格の役割は第一に「能力の証明」であり、加えて「能力開発」、「資格取得者の職業的利益の確

保・改善」であるので（今野・下田、1995）、資格に意味があるかどうかはそれらが実際に達成され

たかどうかで測定されるべきである。それ故、職業資格認定事業を行う民間の団体が利益を得るか

どうかは、本来は資格の意義とは関係ないはずである。

　ただし「手軽に創設できる」ような制度で、「試験・認定・検定がいいかげん」な資格認定事業

が行われ、あるべき知識・技術が備わっていないのに資格が付与されているのであれば、資格本来

の機能に照らして上記の批判は妥当である。

　しかし、以上は全て裏付けのない印象論である。それを民間の職業資格全体に適用するのは乱暴

であると思われる。印象論に過ぎない次の3点について、適切な根拠が示され、実態が明らかにさ

れる必要がある。

　①　資格認定事業は、民間団体が「手軽に」創設できる

　②　試験・認定・検定がいいかげんに行われている

　③　その結果「能力の証明」や「能力開発」、「資格取得者の職業的利益の確保・改善」の役割が

果たされていない

　これら全てについてデータや資料に基づいた分析が行われる必要があるが、本項では①民間団体

による資格認定事業の創設について検討していきたい。なぜなら、民間の職業資格制度についての

学術的研究はほとんどないが、例外的に、長谷川・薬袋（2010）は資格認定事業の創設について研

究を行っているからである。彼らの研究を出発点として、民間団体による資格認定事業の創設に関

する議論を深めたい。

    2. 民間の職業資格制度研究の課題

　長谷川・薬袋（2010）は、資格認定事業の開始には多様な内部資源と恵まれた外部環境が必要で

あることを示唆している8。長谷川らによれば、認定資格制度が設立には9の要件を満たす必要があ

る、①明確な職能像と、②資格を認定する機関、③資格取得に向けた専門的教育、④資格を求める

人々のマーケットの4つを下位項目に分けたものがそれに当たる。すなわち、①-1明確な職能像が
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示され、②-1認定機関には財政力があり、②-2それは法人組織であり（必須ではない）、②-3専門知識

を持つ大学教員との協力体制があり、②-4検定試験等を実施するための事務局体制がある必要があ

る。さらに、③-1制度の母体となる研修事業があり、③-2必要な学習領域の整理と知識が集成され

ており、③-3資格取得後も能力を向上できるように研究活動の場がある必要がある。以上の内部資

源だけでなく、外部の環境としては、④資格を求める人々がいる必要がある。

　図書館とその関連分野における民間の3つの認定資格制度について、成立した2つの資格制度（情

報科学技術協会データベース検索技術者認定試験制度と日本医学図書館協会のヘルスサイエンス情

報専門員認定資格制度）と、構想で終わった１つの制度（専門図書館協議会の情報管理専門職（仮

称））を比較した結果、２つは設立要件を満たしており、１つは要件を全て満たせなかったので設

立に至らなかった。それ故、９要因は、認定資格制度設立に必要な要件であるというのが長谷川ら

の主張である（長谷川・薬袋、2010）。

　研究対象となった図書館関連の３資格が、数千あるといわれる民間資格の中でどのような位置づ

けにあるかは明らかではないが、資格事業は、いかなる場合にも民間団体が「手軽に創設できる」

ものではなく、外部環境および内部資源の条件が揃ってはじめて設立できるものであることを、彼

らの研究は示している。

　根拠なき印象論に比べれば、資格認定事業の創設についてより実態が明らかになったといえるが、

長谷川・薬袋（2010）には限界もある。彼らは９要因を列挙するだけで、要因間の時間展開や因果

関係を考慮していない。言い換えれば、彼らは、資格認定にいたるダイナミックなプロセスを圧縮

して切り捨ててしまっている。彼らの主張を突き詰めると、事前に9要件に恵まれた団体は資格認

定事業を開始できるが、そうでなければそれを開始できないことになる。しかし現実は異なると思

われるのである。

　図書館の３資格についての情報は限られているため、以下は推論に過ぎないが、彼らが挙げた満

たすべき９要因は独立ではなく、関係があるように思われる。具体的に例えば、大学教員の協力が

得られるから学習領域の整備と知識集成を進めることができ、研修事業を準備することができるの

ではないだろうか。また、認定事業の開始にあたって、事務局が市場に対して働きかけを行うから

希望者が増えるということはないだろうか。要因間の関係に注目するとさらに、挙げられた要因が

全て事前に必要なのかどうかも疑問になる。財政力があるから認定事業が出来るのではなく、認定

事業があるから財政力がつくことはないだろうか。事実、長谷川・薬袋（2010）が成功例として取

り上げた資格の一つであるヘルスサイエンス制度について、「制度創設の背景として、協会財政へ

の一助としたいという協会側の事情があった・・・（中略）・・・ヘルスサイエンス制度が僅かでは

あるが財政再建に貢献している」と長谷川（2007）は指摘している（p．160）。認定事業開始に成功

した２資格は、事前に全ての条件に恵まれていたと考えるのは現実的ではなさそうである。資格制

度設立までのプロセスを丹念に眺めるなら、いずれの団体も十分な資源や恵まれた環境はなかった

かもしれないが、資源を徐々に獲得したり環境に働きかけて市場を開拓したりしたプロセスがあり、

その結果として、事後的に全ての要件を満たすことができたのかもしれない。
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民間の資格認定事業の設立は、「容易」ではないかもしれないが、全ての条件に事前に恵まれない

と実現できないものでもないと思われる。こうした問題意識から、本稿では、民間団体による資格

認定事業の創設について、それが開始されるまでのプロセスについて要因間の時間展開や因果関係

を意識して、行為主体の意図や行為、相互作用を織り込んだ説明を試みたい（Elster, 1989；沼上、

2000、2009）9。

III. 方法
　行為主体の意図や行為、相互作用を丹念に追って要因間の時間展開や因果関係を明らかにするた

め、本項では事例研究を行う（沼上、2000）。

　事例として取り上げるのは、一般社団法人足と靴と健康協議会（FHA）の前身団体である日本靴

総合研究会（JIF）が1984年に開始したシューフィッター養成認定事業の開始までのプロセスである。

シューフィッター資格と長谷川・薬袋（2010）が取り上げた図書館関連の3資格と共通するのは、

それに関する教育機関がないので資格制度が企図されたという背景があったことである。したがっ

て、いずれも、国や地方自治体がそれに積極的に関与することなく、民間の団体が創設を企図した

資格であった10。

　以下では、シューフィッター養成認定事業がJIFで企図される以前の活動から記述を始める。す

なわちFHA・JIFのおおもとである1965年に設立された日本婦人靴研究会（IWF）についても記述

する。IWFは当初からシューフィッターの養成と資格認定を志向していたわけではないが、IWF時

代に行われた事業運営が、シューフィッター養成講座につながっていったからである。

分析に用いたデータは次の通りである。筆者は2013年7月から2017年3月まで関係者23名に対して聞

き取り調査を行った。聞き取り調査は、現場での15分程度の非構造的インタビューから2時間程度

の半構造化されたインタビューまで様々に行われた。聞き取り対象者が提供してくれたIWF・JIF・

FHA内部資料や当時のノート・メモ計約400点も分析の対象に含めている。公開された統計資料、

書籍、論文も分析対象とした。

IV. 事例
    1. 1970年代の靴業界

　JIFがシューフィッター養成講座事業の準備を開始した1970年代には、消費者にも靴関連企業（メ

ーカー、卸、小売、資材メーカー・卸など）にも、靴が足の健康に与える影響に関する意識はあま

りなかった。1970年代に刊行された例外的書籍は菅野（1975）である11。菅野は、当時の靴業界の

状況を表すものとして評論家の犬養道子が1962年に新聞に寄せたエッセイを引用している。

　靴の本命は、皮革のあくない研究と、その中に収まるべき人間の足の研究と－いいかえれ

ば履き心地につきるのである。しょせん、靴は人の足のためにこそある。靴は飾り物ではなく、

ましてや流行の見てくれのために人の足が痛さをがまんして履くものではない。日本の靴は、
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三時間も履いて歩くうちに意識せざるを得なくなる。・・・（中略）・・・日本の靴屋一般は、

見てくれにあれほど使う神経の一端を、なぜ人間の足の研究に費やさないのであろうか（菅野、

1975、p．14からの孫引き）。

　犬養はここで日本の靴関連企業を批判しているが、消費者も履き心地というよりは、デザインと

価格によって靴を選んでいるから、企業は流行を追うことに努力を傾けていたのである（菅野、

1975、p．2）。さらにその背後には、靴に関する研究・教育がほとんど行われていないという問題

があった。靴は、女子大学の家政科で服飾品の一部として取り上げられる程度だった（菅野、1975、

p．12-13）。靴を専門に研究する研究室は工学、医学、家政学のいずれの分野にも存在せず（山崎、

1987、p．228）、靴関連企業でも靴に関して基礎的研究が行われていたわけではなかった（菅野、

1975、p．13）。表1に示されているように、靴メーカー、とりわけ革靴メーカーには1,000人を超え

る企業がほぼ存在しておらず、自ら研究設備や研究員を整えられる状態ではなかった。靴づくりの

技術者・工員を養成する機関も非常に限られていた（菅野、1975、p．13）。

表１　靴メーカーの企業規模（1975年）
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2. JIFのシューフィッター 

 靴に関する研究・教育の不在、それによる履き心地に関する関心の不在という環境の中、JIFは1984年にシュ

ーフィッター養成・認定制度を開始した。店頭での靴合わせの専門家であるシューフィッターのコンセプトはこの

とき初めて日本に紹介された（加藤、2002、p．125）。その後、今日まで30年以上にわたって行われてきた養成

講座の総受講者数は約10,000人、認定者数約6,000人、うち有効な資格を持っている者が約3,400人である12。 
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　　　　　　　　　　　　　出所）工業統計表より筆者作成。

    2. JIFのシューフィッター

　靴に関する研究・教育の不在、それによる履き心地に関する関心の不在という環境の中、JIFは

1984年にシューフィッター養成・認定制度を開始した。店頭での靴合わせの専門家であるシューフ

ィッターのコンセプトはこのとき初めて日本に紹介された（加藤、2002、p．125）。その後、今日ま

で30年以上にわたって行われてきた養成講座の総受講者数は約10,000人、認定者数約6,000人、うち

有効な資格を持っている者が約3,400人である12。
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（出所）以下の資料から筆者作成。
足と靴と健康協議会編（2015）p．171；足と靴と健康協議会HP＜http://fha.gr.jp/search＞2013年6月21日アクセス、
2015年6月21日アクセス；足と靴と健康協議会内部資料、2013年11月25日インタビュー時提供；コンフォート・シュー・
ショップ・おさだHP＜http://www.osada-with.co.jp/shoe_fitting/master_shoe_fitter.html＞2015年6月24日アクセス；「足
と靴と健康協議会（FHA）シューフィッターの有資格者3442人」『フットウェア・プレス』2015年12月、p．27；「足
と靴と健康協議会が創立50周年」『フットウェア・プレス』2016年3月、p．52；舟川洋一ノート（1987～1990）「フィ
ッティング研修会Vol．3」；「我が業界を語る（足と靴と健康）」『JLIAだより』2009年10月、p．1；「この業界の人事に
学ぶ　シューフィッター編」『人事マネジメント』2004年8月、pp. 114-118；加藤（2002）p．126、p．132；靴のみや
ざきHP＜http://www.kutsunomiyazaki.com/shoefitter/index.html＞2015年5月11日アクセス、2015年6月24日アクセス；
日本靴総合研究会（1989）「｢認定資格｣ の有効期限について」1989年3月10日、（1992）「シュー・フィッター資格更
新に関するお知らせ」1992年2月25日、（1992）p. 4、（1994）p. 6、（1996）pp. 5-6、「売り場改装とシュー・フィッター」『と
れでゅにおん』1990年3月10日、p.1、「マスコミ取材に関するマニュアル」『とれでゅにおん』1990年5月10日、p．2、「シ
ュー・フィッターの現況」『とれでゅにおん』1991年6月25日、p．1、「念頭のご挨拶　日本靴総合研究会会長佐宗慶吾」

『とれでゅにおん』1995年1月10日、p．8、「シュー・フィッターの現況」『とれでゅにおん』1997年2月1日、p．1。

    3. 前史

　　　　①　IWFとJIFの事業と財政事情

　FHAのおおもととなった団体は、1965年8月に設立されたIWFである。FASHION & FUNCTION 

をテーマに100社あまりの婦人靴の有志企業が参加して設立された（加藤、2002、p．123）。1969年8

月には、IWFはJIFに改組された。婦人靴でない企業、すなわち紳士靴やゴム履物、スポーツ・シ

ューズの数社がIWFの事業内容に興味を持ったのがそのきっかけである。婦人靴だけでなく靴・履

物全般を対象に国産靴の機能向上を目指そうということになった（加藤、2002、p．124）13。

　なお、婦人靴、紳士靴のここでの意味は、革靴である。靴業界では、素材や製法の違い及び国産

化の歴史的経緯の違いによって、革靴とそれ以外の靴・履物では異なる企業が製造・流通・販売を

担い、それぞれの業界を形成していた。さらに革靴業界内部でも、紳士靴・婦人靴の製造・流通・

販売を担う企業は互いに異なっていた（東京都商工指導所、1975）。従って1969年のJIFへの改組は、
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婦人（革）靴業界のみを対象としていた団体が、靴業界全体を対象にするようになったことを意味

する。

　IWF・JIFは多様な活動を行ったが、会に財政力があったかといえば、カネなど全くなかったの

が実態である。IWF・JIFは「赤字になりがち」14であった。JIFの資金繰りが苦しかったことを典型

的に示す事実は、1982年版「シュー・ダイアリー」制作費155万円の支払いをするために、理事有

志から借金をしたことであろう。理事を務めていた福井利三はあるところで次のように述べている。

　団体は赤字になりがちでした。ここに理事会の記録がありますが、82年のシュー・ダイアリ

ーの決算で［1981年］7月10日、155万円、理事からの借用、理事の有志による仮払いと記録に

あります。理事からお金を借りて支払いをするような状況で［した］15。

　資金繰りが苦しかったのは1981年度だけではない。1979年度の事業報告書によれば、1979年度は

最終的に43万円の損失であった16。それ以外の年については、収支の詳細は不明だが、会の収益性

が極めて低かったことは以下の推計から明らかである。会が展開してきた事業を確認しながら収支

を推計していこう。

　IWFもJIFもFASHION & FUNCTION を会のテーマを掲げて靴の＜流行＞と＜機能＞に関する事

業を展開してきた。主要な事業として、セミナーの開催と本の出版、研究活動が行われた。収入源

は大別して会費とセミナー・出版事業であった。

　1965年のIWF設立時には、婦人靴の製造や卸、小売業者だけでなく、資材・副資材メーカーや靴型、

靴クリーム企業など100社余りの靴関連企業が会員となって設立されたとの記録がある（加藤、

2002、p．123）。しかし始まってみると会員は減っていった。婦人靴以外の靴関連企業を受け入れ

たにもかかわらずJIF改組から10年たった1980年前後には50社を割り込む企業数になっていた17。

IWF時代の会費は不明だが、JIFになってからは半期36,000円・年間72,000円であった。仮に会員企

業が50社とすると、会費収入は360万円である。

　セミナーは、＜流行＞に関する「ファッション予測セミナー」と＜機能＞に関する「型紙セミナ

ー」、「クツの人間工学セミナー」が開催されてきた。ファッション・セミナーとは１年後の流行情

報を提供するセミナーで、メンズ・ウィメンズそれぞれで年1～2回行われていた（表2）。型紙セミ

ナーも年1回程度開催されてきた（表3）。洋服をつくるときに型紙に合わせて布を裁断するのと同様

に、靴をつくるときには靴の材料を型紙に合わせて裁断する。立体であり曲面で構成される靴を平

面の型紙に展開するには技術が必要である。その型紙の設計方法を教えるのが型紙セミナーであっ

た。「クツの人間工学セミナー」も開催されていた（表4）。足の働きを助けるのが靴の役割なら、足

の機構や働きについて知る必要があるということで開催されたセミナーであった。
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表2 ファッション・セミナー 

 
出所）以下の通り。 
1979年：日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度 事業報告書」p．2。 
1980年2月・4月：日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度 事業報告書」pp．2-3 
第1回：日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度 事業報告書」p．3 
第2回：日本靴総合研究会（1981）会員向け手紙、1981年11月12日、「JIF会報81-1」1981年4月16日。 
第3回：日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-2」1981年5月15日。 
第4回：日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-4」。 
第6回：日本靴総合研究会（1983）「JIF理事会資料」1983年2月2日。 
第7回：日本靴総合研究会（1983）「JIF理事会資料」1983年2月2日、「JIF会報83-3」1983年5月6日。 
第8回：日本靴総合研究会（1983）「'84-'85秋冬メンズ・ウィメンズファッションはどう動くか 第8回ファッション予測セミナーご
案内」。 
第 10 回：日本靴総合研究会（1984）「'85 秋冬メンズ・ウィメンズファッションはどう動くか 第10 回ファッション予測セミナーご
案内」。 
第12回：日本靴総合研究会（1985）「JIF会報85-7」1985年11月26日。 
注）空欄は詳細不明。 
 
表3 型紙セミナー 

組織 セミナータイトル 年 月 日
講演数

（講師数）
備考

IWF IWFセミナー

JIF 80年春夏のファッション動向（メンズ、ウィメンズ） 1979 10 30 2（各1） 80年春夏

80年秋冬ファッション予測（メンズ、ウィメンズ） 1980 2 20 2（各1） 80年秋冬

80年秋冬婦人服のファッション動向（ウィメンズ） 1980 4 21 1 80年秋冬

第1回ファッション予測セミナー（ウィメンズ） 1980 7 17 3 81年春夏

第1回ファッション予測セミナー（メンズ） 1980 7 18 3 81年春夏

第2回ファッション予測セミナー（詳細不明） 1981 11 81年秋冬

第3回ファッション予測セミナー（詳細不明） 1981 7 82年春夏

第4回ファッション予測セミナー（メンズ） 1981 11 30 82年秋冬

第4回ファッション予測セミナー（ウィメンズ） 1891 12 1 82年秋冬

第5回ファッションセミナー（詳細不明） 82年春夏

第6回ファッション予測セミナー（メンズ、ウィメンズ） 1983 2 24 83年秋冬

第7回ファッション予測セミナー（メンズ） 1983 7 3 84年春夏

第7回ファッション予測セミナー（ウィメンズ） 1983 7 3 84年春夏

第8回ファッション予測セミナー（メンズ） 1983 12 15 3 84年秋冬

第8回ファッション予測セミナー（ウィメンズ） 1983 12 16 3 84年秋冬

第9回ファッション予測セミナー（詳細不明） 85年春夏

第10回ファッション予測セミナー（メンズ） 1985 1 28 3 85年秋冬

第10回ファッション予測セミナー（ウィメンズ） 1985 1 29 3 85年秋冬

第11回ファッション予測セミナー（詳細不明） 86年春夏

第12回ファッション予測セミナー（ウィメンズ） 1985 12 12 3 87年秋冬

第12回ファッション予測セミナー（メンズ） 1985 12 13 3 87年秋冬

出所）以下の通り。
1979年：日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度　事業報告書」p．2。
1980年2月・4月：日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度　事業報告書」pp．2-3
第1回：日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度　事業報告書」p．3
第2回：日本靴総合研究会（1981）会員向け手紙、1981年11月12日、「JIF会報81-1」1981年4月16日。
第3回：日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-2」1981年5月15日。
第4回：日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-4」。
第6回：日本靴総合研究会（1983）「JIF理事会資料」1983年2月2日。
第7回：日本靴総合研究会（1983）「JIF理事会資料」1983年2月2日、「JIF会報83-3」1983年5月6日。
第8回：日本靴総合研究会（1983）「'84-'85秋冬メンズ・ウィメンズファッションはどう動くか　第8回ファッション予
測セミナーご案内」。
第10回：日本靴総合研究会（1984）「'85秋冬メンズ・ウィメンズファッションはどう動くか　第10回ファッション予
測セミナーご案内」。
第12回：日本靴総合研究会（1985）「JIF会報85-7」1985年11月26日。
注）空欄は詳細不明。
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表3　型紙セミナー

8 
 

 
出所） 
1979年・1980年：日本靴総合研究会（不明）「昭和54年度 事業報告書」p．2。 
1981年：日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-5」。 
1984年：日本靴総合研究会（1984）「S59．12月～S60．7月JIF収支予算案」1984年11月30日。 
1986年：日本靴総合研究会（不明）「1986年事業スケジュール案」。 
注）空欄は詳細不明を意味する。 
 
表4 クツの人間工学セミナー 

 
出所） 
第1回：日本靴総合研究会（1972）pp．5-22。 
第2回：日本靴総合研究会（1972）p．2。 
注）空欄は詳細不明を意味する。 
 
セミナーの中で、ファッション予測セミナーのみ一日 15,000 円だったことが分かっている18。仮に他のセミナ

ーも同じ参加費だったとして、通年で延べ 100 社が参加したとすると 150 万円になる。収支に関する資料は残さ

れていないが、講師謝礼や会場代その他の経費を差し引いて、仮に100万円程度の黒字だったとしておこう。 
セミナーと並んで本（書籍、機関誌、冊子等を含む）の出版も IWF と JIF の主要な事業であった。IWF 時代

には機関誌として『シュー・レポート』が発行されていた。表 5 にある選書 3 冊は＜機能＞にかかわる内容だっ

た。また表5にはないが毎月発行された通常の『シュー・レポート』には＜流行＞に関する内容もみられた19。 
JIF時代には本の発行が活発になった。多くが靴の＜機能＞に関連する内容になっている。内容を問わず年1～

2冊の本が発行され、1980年第半ばからは、JIF自身ではなく他の出版社からも本が出されるようになった。 
JIFが発行元となった本として『型紙テクニック』と『良いクツの基礎知識』、『佐宗慶吾の靴店員の接客ノウハ

ウ』が挙げられる。『型紙テクニック』はオリジナルと改訂版が発行された。型紙セミナーと同様に、型紙の製作

方法がその内容であった。『良いクツの基礎知識』は改訂版が第11版まで版を重ねた。靴の材料や製法、接客、手

入れ、種類とデザイン、主な用語等の章立てで構成されていて、靴に関して一通りのことを学べるような内容にな

っていた。『佐宗慶吾の靴店員の接客ノウハウ』は、靴販売における接客に焦点を当てた本であった。 
1984年からは、外部の出版社から発行される本も出てきた。1984年に講談社から刊行された『痛い靴はもう履

かない』がその最初の本にあたる。それ以降も、日本靴総合研究会編あるいは加藤一雄・山本宏を著者としたフィ

ッティングに関する本が出版された。 
上記以外に、＜流行＞とも＜機能＞ともあまり関連しないように思われる『クツ用語 6 カ国対訳集』と靴関連

企業名簿が2冊日本靴総合研究会から発行されている。さらに、表5とは別に、JIFは「シュー・ダイアリー」も

毎年発行していた20。取引先に配配布するような手帳で、靴産業関連の行事が網羅的に収録されていた。 
 
 

組織 セミナータイトル 年 月 日

IWF （第1～11回について詳細不明）

JIF 第12回型紙実技講座 1979 8 27-29

第13回型紙実技講座 1980 7 9-11

（第14回について詳細不明）

第15回型紙セミナー 1981 8

型紙セミナー（回数不明） 1984 11

（1986年事業計画案にはなし）

組織 セミナータイトル 年 月 日

IWF 第1回クツの人間工学セミナー

第2回クツの人間工学セミナー 1969 7 23-26

 
出所）
1979年・1980年：日本靴総合研究会（不明）「昭和54年度　事業報告書」p．2。
1981年：日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-5」。
1984年：日本靴総合研究会（1984）「S59．12月～S60．7月JIF収支予算案」1984年11月30日。
1986年：日本靴総合研究会（不明）「1986年事業スケジュール案」。
注）空欄は詳細不明。

表4　クツの人間工学セミナー

8 
 

 
出所） 
1979年・1980年：日本靴総合研究会（不明）「昭和54年度 事業報告書」p．2。 
1981年：日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-5」。 
1984年：日本靴総合研究会（1984）「S59．12月～S60．7月JIF収支予算案」1984年11月30日。 
1986年：日本靴総合研究会（不明）「1986年事業スケジュール案」。 
注）空欄は詳細不明を意味する。 
 
表4 クツの人間工学セミナー 

 
出所） 
第1回：日本靴総合研究会（1972）pp．5-22。 
第2回：日本靴総合研究会（1972）p．2。 
注）空欄は詳細不明を意味する。 
 
セミナーの中で、ファッション予測セミナーのみ一日 15,000 円だったことが分かっている18。仮に他のセミナ

ーも同じ参加費だったとして、通年で延べ 100 社が参加したとすると 150 万円になる。収支に関する資料は残さ

れていないが、講師謝礼や会場代その他の経費を差し引いて、仮に100万円程度の黒字だったとしておこう。 
セミナーと並んで本（書籍、機関誌、冊子等を含む）の出版も IWF と JIF の主要な事業であった。IWF 時代

には機関誌として『シュー・レポート』が発行されていた。表 5 にある選書 3 冊は＜機能＞にかかわる内容だっ

た。また表5にはないが毎月発行された通常の『シュー・レポート』には＜流行＞に関する内容もみられた19。 
JIF時代には本の発行が活発になった。多くが靴の＜機能＞に関連する内容になっている。内容を問わず年1～

2冊の本が発行され、1980年第半ばからは、JIF自身ではなく他の出版社からも本が出されるようになった。 
JIFが発行元となった本として『型紙テクニック』と『良いクツの基礎知識』、『佐宗慶吾の靴店員の接客ノウハ

ウ』が挙げられる。『型紙テクニック』はオリジナルと改訂版が発行された。型紙セミナーと同様に、型紙の製作

方法がその内容であった。『良いクツの基礎知識』は改訂版が第11版まで版を重ねた。靴の材料や製法、接客、手

入れ、種類とデザイン、主な用語等の章立てで構成されていて、靴に関して一通りのことを学べるような内容にな

っていた。『佐宗慶吾の靴店員の接客ノウハウ』は、靴販売における接客に焦点を当てた本であった。 
1984年からは、外部の出版社から発行される本も出てきた。1984年に講談社から刊行された『痛い靴はもう履

かない』がその最初の本にあたる。それ以降も、日本靴総合研究会編あるいは加藤一雄・山本宏を著者としたフィ

ッティングに関する本が出版された。 
上記以外に、＜流行＞とも＜機能＞ともあまり関連しないように思われる『クツ用語 6 カ国対訳集』と靴関連

企業名簿が2冊日本靴総合研究会から発行されている。さらに、表5とは別に、JIFは「シュー・ダイアリー」も

毎年発行していた20。取引先に配配布するような手帳で、靴産業関連の行事が網羅的に収録されていた。 
 
 

組織 セミナータイトル 年 月 日

IWF （第1～11回について詳細不明）

JIF 第12回型紙実技講座 1979 8 27-29

第13回型紙実技講座 1980 7 9-11

（第14回について詳細不明）

第15回型紙セミナー 1981 8

型紙セミナー（回数不明） 1984 11

（1986年事業計画案にはなし）

組織 セミナータイトル 年 月 日

IWF 第1回クツの人間工学セミナー

第2回クツの人間工学セミナー 1969 7 23-26

出所）
第1回：日本靴総合研究会（1972）pp．5-22。
第2回：日本靴総合研究会（1972）p．2。
注）空欄は詳細不明。

　セミナーの中で、ファッション予測セミナーのみ一日15,000円だったことが分かっている18。仮

に他のセミナーも同じ参加費だったとして、通年で延べ100社が参加したとすると150万円になる。

収支に関する資料は残されていないが、講師謝礼や会場代その他の経費を差し引いて、仮に100万

円程度の黒字だったとしておこう。

　セミナーと並んで本（書籍、機関誌、冊子等を含む）の出版もIWFとJIFの主要な事業であった。

IWF時代には機関誌として『シュー・レポート』が発行されていた。表5にある選書3冊は＜機能＞

にかかわる内容だった。また表5にはないが毎月発行された通常の『シュー・レポート』には＜流

行＞に関する内容もみられた19。

　JIF時代には本の発行が活発になった。多くが靴の＜機能＞に関連する内容になっている。内容

を問わず年1～2冊の本が発行され、1980年第半ばからは、JIF自身ではなく他の出版社からも本が

出されるようになった。

　JIFが発行元となった本として『型紙テクニック』と『良いクツの基礎知識』、『佐宗慶吾の靴店

員の接客ノウハウ』が挙げられる。『型紙テクニック』はオリジナルと改訂版が発行された。型紙

セミナーと同様に、型紙の製作方法がその内容であった。『良いクツの基礎知識』は改訂版が第11

版まで版を重ねた。靴の材料や製法、接客、手入れ、種類とデザイン、主な用語等の章立てで構成
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されていて、靴に関して一通りのことを学べるような内容になっていた。『佐宗慶吾の靴店員の接

客ノウハウ』は、靴販売における接客に焦点を当てた本であった。

　1984年からは、外部の出版社から発行される本も出てきた。1984年に講談社から刊行された『痛

い靴はもう履かない』がその最初の本にあたる。それ以降も、日本靴総合研究会編あるいは加藤一

雄・山本宏を著者としたフィッティングに関する本が出版された。

　上記以外に、＜流行＞とも＜機能＞ともあまり関連しないように思われる『クツ用語６カ国対訳

集』と靴関連企業名簿が2冊日本靴総合研究会から発行されている。さらに、表5とは別に、JIFは「シ

ュー・ダイアリー」も毎年発行していた20。取引先に配配布するような手帳で、靴産業関連の行事

が網羅的に収録されていた。

　『良いクツの基礎知識　改訂第4版』について、1980年度の予算段階での数値ではあるが、売上と

広告料を含めた収入が430万円、制作費である支出が200万円で、収支は230万の黒字が見込まれて

いたとの記録がある21。『良いクツの基礎知識』はベストセラーであり、1冊2000円で2000部つくり、

在庫がなくなったら新しい版がつくられていた22。1年半～2年に1冊は出版されていることから、非

常に雑ぱくな計算ではあるが、おおよそ2年間で200万程度の黒字、1年間に直すと100万円程度の黒

字が出ていたことになる。

　同様に1980年度予算の数値ではあるが、『＇81シュー・ダイアリー』は、収入が310万円で支出は

160万円、収支は150万円が見込まれていた23。シュー・ダイアリーは、注文冊数と会員かどうかで

１冊700円～1000円までの価格幅があり24、翌年には使えないため、いくらの黒字になるかは『良い

クツの基礎知識』より不確実であっただろう。81年版の黒字見込み150万円に従い、毎年、100万前

後の黒字だったとしておこう。

　会費収入360万円に、セミナーの黒字100万円と『良いクツの基礎知識』の黒字100万円、「シュー・

ダイアリー」の黒字100万円を加えると、合計660万円の黒字である。『良いクツの基礎知識』以外

の本の出版や、足型計測グッズの販売によって25、もう少し黒字があったかもしれない。

この時点では660万円以上の黒字だが、これは事業に直接必要な経費を差し引いただけの金額であ

る。ここからさらに東京都内事務所の賃貸料や水道光熱費、通信費、専従スタッフ2名の給料とい

った経費が出て行った。

　それらに加えて、JIF時代には研究事業が行われていた。1972年から1973年にかけて全国2000人（男

女各1000人）規模で行われた足型計測事業がそれにあたる。1969年8月にIWFからJIFに改組したの

を機に、国産靴の＜機能＞向上のために何から取り組むべきか話し合いがもたれた結果、日本人の

足サイズの把握を行うことになったのである（加藤、2003、p．124）。1970年1月にサイズ委員会が

設置されてから2年程度計測の準備が進められ、1972年から1973年に全国で計測が実施された。計

測データの分析結果は、1970年第半ばまでにまとめられた（加藤、2003、p．124）。この研究事業の

成果は次項で説明するが、金銭的にはほとんど成果を生まなかった。
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表5　IWF・JIF・FHAの書籍一覧

 

9 
 

表5 IWF・JIF・FHAの書籍一覧 

 
出所）筆者作成。 
型紙テクニックについては日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度事業報告書」p．4。 
関東地区靴関連企業総覧については日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81- 4」、「JIF会報81- 3」1981年6月29日。 
84年版靴産業総覧については、日本靴総合研究会（1983）「JIF収支バランス報告」1983年10月19日。 
注）網掛は、他の資料から存在が明らかになったものの実物が確認できなかったもの。 
 
『良いクツの基礎知識 改訂第4版』について、1980年度の予算段階での数値ではあるが、売上と広告料を含

めた収入が430万円、制作費である支出が200万円で、収支は230万の黒字が見込まれていたとの記録がある21。

『良いクツの基礎知識』はベストセラーであり、1 冊 2000 円で 2000 部つくり、在庫がなくなったら新しい版が

つくられていた22。1 年半～2 年に 1 冊は出版されていることから、非常に雑ぱくな計算ではあるが、おおよそ 2
年間で200万程度の黒字、1年間に直すと100万円程度の黒字が出ていたことになる。 
同様に 1980 年度予算の数値ではあるが、『’81 シュー・ダイアリー』は、収入が 310 万円で支出は 160 万円、

収支は150万円が見込まれていた23。シュー・ダイアリーは、注文冊数と会員かどうかで1冊700円～1000円ま

での価格幅があり24、翌年には使えないため、いくらの黒字になるかは『良いクツの基礎知識』より不確実であっ

ただろう。81年版の黒字見込み150万円に従い、毎年、100万前後の黒字だったとしておこう。 

組織 No. タイトル 年 編著者 発行 備考

IWF 1
シュー・レポート選書　No.1　靴のため

の「足」
1967 日本婦人靴研究会

前書きに、加藤一雄編、中尾喜保監
修、各務房男資料提供の記載あり

2
シュー・レポート選書　No.2  良いクツの

条件入門編
1968 日本婦人靴研究会

前書きに、各務房男著、加藤一雄編の
記載あり

3
シュー・レポート選書　No.3　良いクツの

基礎知識
1969 日本婦人靴研究会 後書きに、山本宏編の記載あり

JIF 4 型紙テクニック 1971 城戸凡生著 日本靴総合研究会

5
シュー・レポート特集フィッティングのた

めのやさしい足の知識
1972 日本靴総合研究会

中尾喜保によるセミナーの内容を掲載した

もの

6 クツ用語6カ国対訳集 1975
ルイ・ラマ著、翻訳・編集加藤一

雄、山本宏
日本靴総合研究会

7
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改訂版
1976 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

8
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第2版
1978 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

9 新・型紙テクニック 1979 城戸凡生著 日本靴総合研究会

10
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第3版
1980 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

11
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第4版
1981 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

12 関東地区靴関連企業総覧 1981 詳細不明 日本靴総合研究会

13
佐宗慶吾の靴店員の接客ノウハウ―プ

ロのためのセールス・マニュアル
1982 佐宗慶吾著 日本靴総合研究会

14
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第5版
1983 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

15 84年版靴産業総覧 1983 詳細不明 日本靴総合研究会

16
痛い靴はもうはかない―知らなかった

靴合わせのHow to
1984

佐宗慶吾・中尾喜保監修、日本靴

総合研究会編
講談社

17
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第6版
1985 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

18 シューフィッターが書いた靴の本 1986 加藤一雄、山本宏著 三水社

19
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック 改定第7版
1987 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

20
健康にいい靴選び―パンプスから

ウォーキング・シューズまで
1988 日本靴総合研究会編著

千曲秀版社

（チクマ文庫）
加藤一雄・山本宏著とも記載あり

21
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第8版
1989 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

22
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第9版
1991 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

23
新・健康にいい靴選び―シュー・フィッ

ターが提案する１01のポイント
1992 日本靴総合研究会編 チクマ秀版社 加藤一雄・山本宏著とも記載あり

24
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第10版
1993 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

25
良いクツの基礎知識―セールスの実践

的ハンドブック　改定第11版
1995 加藤一雄・山本宏編 日本靴総合研究会

26
合わない靴はからだに悪い―足型別あ

なたにぴったりの靴選び
1995

日本靴総合研究会

（加藤一雄・山本宏）著
講談社

FHA 27
上級シューフィッターが教える靴選びで

健康になる本
2004 加藤一雄・山本宏著 キクロス出版

28
足と靴と健康を考える―シューフィッ

ターの小さな奇跡
2015 足と靴と健康協議会編 繊研新聞社

出所）筆者作成。
型紙テクニックについては日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度事業報告書」p．4。
関東地区靴関連企業総覧については日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81- 4」、「JIF会報81- 3」1981年6月29日。
84年版靴産業総覧については、日本靴総合研究会（1983）「JIF収支バランス報告」1983年10月19日。
注）網掛は、他の資料から存在が明らかになったものの実物が確認できなかったもの。

　以上の推計から、団体に事前に財政力はなかったことは明確になったと思われる。実際、冒頭に

述べたように団体は「赤字になりがち」26であった。理事だった福井は、「理事の中で何人かが20万

円とか30万円ずつ金を出して、それを補って何とかこぎつけたというようなことも実際にありまし

たから」27と述べている。

　しかもこれは、専従スタッフの給与を削った上での赤字だったのである。IWF発足から2年後の

1967年に事務局の専従スタッフとなった山本宏は、筆者のインタビューに応じて、冗談交じりの口
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調ながらも「［事務局長の］加藤［一雄］さんにひっぱられて［IWFに入ったが］、ひでー目にあい

ましたよ」28と述べている。その加藤自身も、「使っていた連中にも給料も払えないし、自分も給料

がもらえないし」と述べていたことがあったらしいと、福井は指摘している29。

　会のテーマであるFASHION & FUNCTIONに関連するセミナーや著作物の出版に加えて、テーマ

と関係なさそうな「シュー・ダイアリー」や『靴産業総覧』の出版を行っていたのは、会の財政を

安定させるための方策だった30。収益源を多様化し、さらにはスタッフの給与を切り詰めて、なん

とか研究のための資金を捻出していたというのが会の実態である。とても、財政力があったとはい

えない状況であった。

　　　　②　足型計測事業の成果

　1972年から1973年にかけて全国の2,000人に対してJIFが実施した足型計測は当時画期的であった。

それまでも足型の計測は行われていたが、せいぜい数百人規模での計測であった（例えば、近藤・

寺田・香原、1950；武市・山名・内村、1969；内村、1972）。1977年から1979年にかけては、通産

省（当時）からの受託事業として全日本履物団体協議会（全履協）が1万人規模の足型計測を実施

したが、それよりもJIFの足型計測の方が早かったのである。独自の大規模計測の実績が認められて、

1977年からの全履協の足型計測事業に足型計測要領を提供したと言われているし（加藤、2003、p．

134）、JIF会長の佐宗慶吾が全履協計測事業の運営委員のメンバーにもなっている31。国産靴の＜機

能＞向上を叫んでも「業界から一顧だにされなかった」（加藤、2002、p．124）というIWF時代か

ら比べれば、会の業界での地位は大きく躍進したといえよう。

　しかし準備から計測データの分析まで含めると、1970年1月から1975年頃まで6年の歳月をかけ、

全国で2000人の計測を行うという労を取ったにもかかわらず、この事業からの収入はほぼなかった。

サイズ委員会のメンバーであった福井によれば、分析結果を販売する用意はあったが、問い合わせ

もなければ売れもしなかった32。足型計測は画期的な取り組みではあったが、足型数値があればす

ぐに木型にならないという難しさが靴にはあるので33、数値があったところでそれを使いこなせる

企業なかったというのが福井の見立てである34。言い換えれば、企業が欲しいと思うようにデータ

を分析・処理して提供することはJIFにもできなかったということでもある。

　ただし、ここで開発された計測器具は足型計測用具として販売されることになったので35、事業

からの収入がまったくなかったわけではない。しかしこの事業にかけたコストを勘案するなら、赤

字事業であったといえよう。

　この事業の目的は収入を得て黒字を出すことではなかったが、データが売れず活用されなかった

ことはこの事業の本来の目的に照らしても問題だったといえる。会が足型計測に取り組んだのは、

靴業界では靴のサイズにかかわる問題が多々あると認識していたからである。JIF改組を機に行わ

れた話し合いでは、以下の点が問題とされていた。

　①　靴のサイズ表記が不正確・不統一で消費者に不親切であること

　②　生活様式の西洋化によって日本人の体格が変化したので既存の靴サイズに関する JIS 規格
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（1965年制定）には矛盾が生じていること

　③　靴型の標準化が進んでいない （ので生産性が悪い）こと

　④　これまでの足型計測方法は千差万別であり測定方法が確立されていない、またそもそも大規

模な調査は行われてこなかったこと36。

　このような問題意識のもと1970年1月にサイズ委員会が設置され、具体的な活動として足型計測

の実施が決定されたという経緯があった。①消費者にとって意味あるサイズ表記や、②日本人の足

の現状把握とJIS規格の見直し、③標準クツ型の考案、④足型計測方法の確立のためには、なによ

りまずは足の計測値が必要であるとサイズ委員会は結論づけたのである37。

　日本人の足型を把握して靴サイズにまつわる諸問題を解消したいという当初の目的に照らせば、

足型計測データが売れて、業界で広く活用されることが望ましかったはずである。しかしそうはな

らなかった。

　　　　③　背後のプロセス：加藤と支援者の活動

　財政的には余裕など無い状況であったにもかかわらず、1965年からシューフィッター養成講座が

始まる1984年まで会が20年近くも存続し、その途中では大規模な足型計測事業を展開することが出

来たのはなぜかといえば、カネ以外の資源があったからであるといえよう。何より、会の設立に奔

走し、その後も会を引っ張った加藤がいた。また加藤の唱える国産靴の＜機能＞向上の必要性に共

鳴し、会の活動を支えた中核メンバーがいた。

　IWF発足の中心人物であり設立後は初代事務局長になったのは加藤一雄である（加藤、2003、p．

133；加藤・山本、1986、p．221）。靴業界紙記者であった加藤は、「婦人靴を良く」したいという

思いを持っていた（加藤、2002、p．123）。

「婦人靴を良くしよう」というときの＜良い＞について、設立以前に加藤がどのようにそれを定義

していたかを直接示す資料はない。しかしIWF設立2年後に出された彼の論文から、足に合ってお

り足の働きを助ける役割を果たすのが靴の機能であり、その＜機能＞を果たしているのが＜良い＞

靴と加藤は考えていたことが分かる（加藤、1967、p．148）。加藤は靴の＜機能＞に関する研究が全

くなされていないことを問題視していた（加藤、1967、p．148）。

　すべての衣料品が、人体にフィットすることを第一条件とされていることは当然であろう

が、全身の体重を支える足を包んでこれを保護し、その機能を補佐し、助長する役目を持っ

た靴の場合、この第一条件を満たすのは容易なことではない。しかし、わが国の現状を顧み

ると、機能面における研究はほとんど皆無に近い有様で、まきに夜明け前という表現を使わ

ざるを得ない（加藤、1967、p．148）。

　上記論文は、IWF設立から2年後に発表されたものなので、設立準備時より意見が整理されてい

るかもしれない。しかし団体発足時に“FASHION & FUNCTKION”のテーマを掲げていたことから
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も（加藤、2002、p．123）、彼が靴の＜機能＞に強い関心を寄せて、その研究の不在をどうにかした

いと考えていたことは明らかである。

　加藤の同論文には、目指す研究の方向性も記されている。すなわち「標準数値を見出して合理的

な規格表作成に向かってスタート［し］、今後の方針として①足型測定値を靴型に正しく移すこと、

②作業性のよい靴型であること、③足型および靴型の分類など」（加藤、1967、p．148）が研究の

方向性であった。実際、1969年のJIF改組後には、靴型の開発を見据えた足型計測事業が開始され

ることになった。

　加藤は、靴業界で靴の＜機能＞の研究が遅れていることを問題視し、それを周囲の人たちに説い

て周り、支援者を集めていった。発足当時からの支援者の一人であり、会の理事を長年務めた福井

は次のように述べている。

　始まりはそんな名前も付いてない、ただ加藤さんが盛んにそういう靴をよくしようとか履

きよい靴を作ろうとかというそういう意欲を持っていまして、親しい人に話をして歩いたわ

けですね。・・・（中略）・・・加藤さんがいろいろ業界の中を歩いて、そういう意欲のある人

を集めて歩いたわけだと思いますね。だから、最初はそんなに大した人数じゃなくて6～7人だ

ったと思うんですけれども、いろいろその中でやっているうちに、この加藤さんがもうほと

んど主役でしてね。加藤さんが主役で、業界の中の団体の長だとか、そういう熱心な人だと

いうのを口説いて歩いたわけですから38。

　福井が加藤に共鳴したのは、かねてから靴づくりについて、論理的・形式的な学習が必要と考え

ていたからである。福井は靴づくりに関しては経験から学ぶしかなかった。しかしあるとき知り合

った靴職人各務房男（かがみ製靴設計事務所）が、当時としては例外的に数値的に靴づくりを扱っ

ていて、その人に学んだ経験から論理的・形式的な学習の必要性を感じていた。それ故、靴を良く

するための取り組みを新しく始めたいという加藤に共鳴した。

　僕はこの業界に小僧みたいな形で入ったんですけれども。それで何も勉強するというか、そ

ういう数字的にどうこうとか何かというものはないものだから。・・・中略・・・初期の段階

に各務さんのところで、少し勉強をさせていただいたんですよ。三軒茶屋の方に住んでいま

して、仕事を終わってから車で三軒茶屋まで行って、それでいろいろ教えていただいて、そ

の人は数字的な形にいろいろなものをする人でしてね。・・・中略・・・ある程度そういう［数

値化するという］形をつくった人でして、その人にいろいろ勉強しているうちに、靴業界は

ただ弟子に入って見て覚えてやっていくというのじゃいけないしということで、非常に目が

覚めたような感じになりまして、それでやっぱりそういうことをやっていかなくちゃいけな

いなということがもとにあったと思いますね39。
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　IWFの設立に賛同した100社余りの全ての企業について、なぜ加藤に共鳴したか明らかにするこ

とは資料の制約上不可能である。また福井が加藤に共鳴した理由を一般化することはできない。た

だし、1960年代の靴業界が職人の世界であり、靴づくりの技術を得るには職人に弟子入りして修行

するしかなかったのは事実である40。業界のそのような環境下で、体系的・形式的に靴づくりを考

えていきたいと考える若手が福井の他にもいて、靴の＜機能＞の研究を掲げる加藤に共鳴した可能

性は大いにある41。

　それでも、数人のグループから始まって団体発足時には100社余りが会員になったというのはか

なり多い。なぜこれだけの企業が集まったかというと、加藤が、婦人靴業界の有力企業を説得して

入会を促し、その取引先も名前を連ねることになったからである。婦人靴業界では、有力・大手の

一部卸売企業と多数の零細な企業が取引をする状況だったので42、大手有力企業は取引先に対して

パワーを持っていた。この点について福井は次のように述べている。

　そういう大手のところが加わってくると、それに伴って材料屋とかそこに靴を入れている

メーカーさんとか、そういうところがどんどん入ってきたわけですね。それで、どんどん増

えていったと思うんですよね。だから、加藤さんがそういう団体の長だとか大手の会社の社

長だとかを口説いて、そういうところが参加するのでどんどんどんどん増えたという、形と

してはそういう形だと思いますよ43。

　大手に追従して参加した企業は、加藤のいう靴の＜機能＞向上に共鳴したというより名前を連ね

ただけだった可能性が高い。それ故結局は抜けて行き、1970年代後半には会員企業数は50社を割り

込んでいた44。加藤が靴の＜機能＞に関心を寄せていたにもかかわらず＜流行＞も会のテーマとし

て活動を展開したのは、そうした多様な企業をつなぎとめるためだった45。

　100社の会員数を維持することはできなかったが、靴の＜機能＞向上のための研究を行うという

加藤の目標に共鳴したメンバーは、それぞれの専門知識・技術によって会の活動を支えていくこと

になった。

　靴の生産についての明示的・体系的な専門知識を持っていたのは各務房男と城戸凡生であった46。

かがみ製靴設計事務所を主宰していた各務は、靴づくりの明示化・体系化を独自に行っていた。『シ

ュー・レポート選書No．1靴のための「足」』では靴に関する資料の提供を行い47、No．2『良いク

ツの条件　入門編』では全面的に協力した48。『良いクツの条件　入門編』のはしがきで以下のよう

に述べていることから、各務は靴の＜機能＞向上のための研究という加藤の主張に共鳴したのだと

思われる。

　クツは極めて有機的な機能を有する商品であり、足～靴型～クツという三つの段階にまた

がる広範な知識・技術・技能を必要とするため、従来その明文化が困難とされてまいりました。

ここに“良いクツの条件”をまとめるにあたり、よき編纂者を得たことは著者にとって大きな
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喜びであ［る］（日本婦人靴研究会、1968、p．3）

　『良いクツの条件　入門編』の内容は、その後会の有力なコンテンツとなり版を重ねた『良いク

ツの基礎知識』にも反映されている（日本婦人靴研究会、1969、p．200）。

　靴デザイナーでKスタジオ主宰者あった城戸は、『型紙テクニック』と『新・型紙テクニック』

を執筆して日本靴総合研究会からそれらを発行した。また「型紙セミナー」の講師としても会に協

力した。『良いクツの基礎知識』の発行にも協力した（日本婦人靴研究会、1969、p．200）。城戸も

また、「これまでの勘を中心とした型紙製法から脱却し、科学的、合理的な追求」という志向性を

持っていた（城戸、1979、p．3）。彼は、JIF専門委員を経てJIFの理事にもなった。

　販売面については、神田の老舗靴小売店平和堂靴店常務取締役でJIF会長の佐宗慶吾が『佐宗慶

吾の靴店員の接客ノウハウ－プロのためのセールス・マニュアル－』を執筆した。本書の後書きで

彼は次のように述べている。

　小売店はいかに迅速に売って売上を伸ばすかに努めてきました。フィッティングのための

研究は、ややもすると棚上げにされたまま放置されがちで、本当の意味でクツのプロといえ

る人はごく小数しかいないように思います。・・・（中略）・・・［IWF］設立以来17年、研究を

進めるにつれて、・・・（中略）・・・現状のままなりゆきまかせにしておくことは許せなくな

りました（佐宗、1982、p．154）。

　さらに、表5に示されたように本の発行を盛んに行えたのは、1967年に事務局に入った山本宏に

よるところが大きいだろう。山本は、加藤の業界誌記者時代の後輩で、1967年に加藤に口説かれて

IWFに入った49。山本の働きによって多様な本が発行され、その中から会の収益を支えた『良いク

ツの基礎知識』も誕生した。

　靴が支えるべき足については、東京藝術大学の中尾喜保（1969年10月よりJIF専門委員）の協力

なくして会の活動は成り立たなかった（加藤、2003、p．124）。中尾の専門は解剖学だったが、生体

観察（体表解剖学及び生体計測）にも精通していた。人間工学会の初代被服部会長に就いたことか

らも示唆されるように、医学的又は人類学的な観点ではなく、人間工学的配慮に基づく製品設計者

のための生体観察が彼の専門であった（中尾、1965）。

　中尾がIWFの活動に協力するようになったのは、文化服装学院副学院長（文化女子大学教授、文

化服装学院学院長を経て名誉学院長）であった小池千枝の紹介による（加藤、2003、p．133）。小池

は、フランスで人台（トルソ、ボディ）を用いた立体裁断を学び、それを日本でも行うために日本

人の身体に合わせた人台の開発を志していた。そこで藤田恒太郎（東京大学医学部解剖学教室教授）

の解剖学教室で学ぶようになり50、その解剖学教室の助手を務めていたのが中尾だった（西村、

1992、p．105-108）。1960年代に小池と中尾は身体計測に取り組み（小池・藤田・中尾、1966）、国産

初の人台（ボディ）である「文化のボディ」をつくりあげている（中尾、1968；中尾他、1967）。
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　IWF設立以前に業界誌記者であった加藤は、文化服装学院に出入りしており小池とは知り合いで、

IWF設立時には「ファッションリーダー」として小池を専門員として迎えていた（加藤、2003、p．

133）51。靴の＜機能＞向上のために足の機構や働きについて学びたいという加藤に対して、小池は

中尾を紹介した。

　東京芸術大学で美術解剖学を教えるようになっていた中尾は、多忙を理由に最初は加藤からの依

頼を断った。しかし日本の靴を良くするに協力して欲しいという小池からの強い要望と、本人もイ

ギリス留学時代から靴に興味があったこともあって（加藤、2003、p．134）、1960年代後半からIWF

で「クツの人間工学セミナー」を受け持った（表4）。

　セミナーだけでなく、『シュー・レポート選書No.1 靴のための「足」』や『シュー・レポート特

集　フィッティングのためのやさしい足の知識』も中尾の協力により発行された（表4）。またベス

トセラーとなった『良いクツの基礎知識』にも、中尾が提供した足に関する知識が盛り込まれてい

る（日本婦人靴研究会、1969、p．200）。

　さらに、1970年代前半に研究事業として行われた足型計測で、足型計測方法の指導を行ったのも

中尾であった（加藤、2002、p．124；2003、p．134）。全国2000人規模の足型計測は、会員企業の協

力によって実施されたが（三浦、2014）、その計測方法を確立したのは中尾であった。

    4. シューフィッター養成講座開講プロセス

　　　　①　足型計測事業の副産物とシューフィッター養成講座の開講

　研究成果および金銭的成果のいずれもあまり芳しくなかった足型計測事業だったが、この事業の

予想外の副産物から、シューフィッター養成を見据えた研究活動が展開されることになった。加藤

も会としても、当初は製造についての研究、すなわち靴型の開発に注目していたが、販売段階での

靴合わせ（シュー・フィッティング）にも注目することになったのである。

　足型計測では、足の各部の計測値に加えて、外観で分かる障害について記録紙の隅に記入するこ

とにしていた。外から見える障害とは、骨格の変形や、爪の変形・変色、皮膚の障害などである。

その結果、女性で95%、男性で65%にそれらの障害があることがわかった。これは、会にとって「全

く予期しない多さで、・・・（中略）・・・背筋が凍るほどの思いであった」（加藤、2002、p．124）。

合わない靴が足に悪いことは認識していたが（例えば、加藤、1967；日本婦人靴研究会、1967）、こ

の割合の多さは会にとって、加藤にとって衝撃であった。

　これに対する会の対応策を話し合う中で、欧米には足と靴の専門知識をもとに靴合わせのサービ

スを提供するシューフィッターと呼ばれる職種があることが分かった。日本でもシューフィッター

を採り入れるために、その養成を行うことが会の基本方針とされ、カリキュラムをつくるためのメ

ンバーが募集された（加藤、2002、pp. 124-125；2003、 p. 134）52。

　表6に示されている通り、1979年8月からフィッティング研修会は活動を開始し、①中尾による下

肢解剖学・生体観測の講義を受けるとともに、②靴製作を行って実際にフィッティングについて考

察するという活動を行った。その成果をもとに、フィッティング研修会は1982年半ばからシューフ
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ィッター養成のためのカリキュラムづくりに着手した。

表6　フィッティング研修会活動（1979年から1984年）
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表6 フィッティング研修会活動（1979年から1984年） 

 
出所）三浦（2014）に、ポンピエ加藤彰一提供のメモの情報を加えて修正。 
注）※は筆者による。 通番がないものについては回数不明。また記録に残る以外の活動が行われていた可能性がある。 
    

1983 年 8 月、1984 年 3 月に会員向けのシミュレーション講座が行われ、1984 年 11 月に正式に「靴小売店セ

ールスのためのシューフィッター養成講座」が開始された。参加費は65,000円、対象者は靴関連部門で3年以上

の職歴を有する人であった。受講者は3日間で「靴の人間工学」「足の病気」「靴の知識（革靴とゴム履物）」「足型

計測」「フィッティング実習（パッキングワーク含む）」の研修を受けた後、50人の足型計測行って「ペドカルテ」

を提出する。その審査に合格した者に認定証が授与されることとなった（加藤、2002、p．126-127）53。 
第１回から定員30人を超える申込みがあり54、その後も順調に受講者を獲得していった（図1）。シューフィッ

通番 内容 通番 内容

1979 8/6-8 【1】 解剖学：構造、骨格、筋、血管、神経、皮フ、その他

1980 2/28-3/1 【2】
生体学：メトリアとスコピア（体表から体内の構造を知る）。理

論と実習

6/6 【1】

研修会が最終目標とする「フィッター」養成について、カリ

キュラム作成を行うための今後の方向の話し合い。まずはメ

ンバーの中から男女１人ずつモデルを選び、そのクツを作成

して「適合」についての査定を行う。

7/4 【2】
モデルの決定、メンズ・ウィメンズの班分け、計測、クツのデ

ザイン・素材の決定

7/29

第1回、試作ラスト打合会：計測結果に基づいて作成された

靴型について、靴型制作者福井利三氏とメンバーとの打合

せ

8/26-28 【3】

①生体学(足・筋肉)、②解剖実習(兎)、③運動機構学(キネ

ジオロジー)、④現物診断と人間工学的商品分析（試作ラスト

と靴を用いて）

11/11 【3】
①モデル･シューズのフィッティング･トライアル（1回目）、②

チェック･ポイントに関する意見、③研修会の運営について

1981 2/17 【4】 モデル･シューズのフィッティング･トライアル（2回目）

3/2-3/4 【4】

①足の病理、②靴とラストのautopsy（現物診断）、③靴の人

間工学的商品分析、④第1～4回までの質疑、⑤クツのチェッ

クリスト・作成に関するアドバイス、⑥足の生理（講師は伊

東）、⑦クツの着用実験

6/17 【5】
さらに修正を加えたモデル･ラストによる試作のクツについて

フィッティング･トライアル（3回目）

10/2 【6】

①モデル･シューズのフィッティング･トライアル（4回目。触

診、穴をあけてウインド･チェック、合成樹脂フィルムで成形し

たものでの透視）

12/4 【7】
①モデルシューズに関する総まとめ、②今後の運営につい

て

1982 3/10-11 【5】 ①足のキネオロジー、②測定と型採り（座学・実習） 今後の運営について、継続メンバー確認

3/12

8/26-27 【6】
生体学：「生きた人間を測る」ための人間因子（形態・生理・

運動・心理）

8/28

フィッター養成のためのカリキュラム：①靴の人間工学的商

品分析（エルゴノミクス）、②足の知識、③フィッティング・トラ

イアル、④靴の知識、⑤材料と足の関係及び、⑤制度設計

について

10/15 ※詳細不明。足の各部の計測に関するメモあり

12/22
（大阪市立大学入江による講演会：人体における微生物につ

いて、に参加）

1983 4/5-7 【7】
①生体学：観察（視察・触診）、②足圧測定（講師は伊東・サ

カモト・安室）

フィッター養成のためのカリキュラム・制度設計検討：①科目

選定、順位、時間、②フィットしているかどうかのチェック法、

美的感覚の養成、表現能力の養成、②フィッターの定義、目

的、資格

8/23 【8】?
扁平足とは何か（足の進化、構造、原因）

※中尾による指導かどうか不明

8/24

①靴とは、②靴材料の知識、③靴型の知識、④靴の製法・デ

ザインの知識（※フィッター養成のためのカリキュラム検討

内容か）

8/29-31

1984 3/13-14

8/21
教授法・指導要領について：①事前準備、②当日準備・実

施・後始末

11月 シューフィッター養成講座開講

年 月日

シューフィッター養成講座シミュレーション（JIF会員対象）

シューフィッター養成講座第2回シミュレーション（第1回修了者対象）

フィッティング研修会（中尾による講義） フィッティング研修会シンポジュウム、他

出所）三浦（2014）に、ポンピエ加藤彰一提供のメモの情報を加えて修正。
注）※は筆者による。 通番がないものについては回数不明。また記録に残る以外の活動が行われていた可能性がある。
   

　1983年8月、1984年3月に会員向けのシミュレーション講座が行われ、1984年11月に正式に「靴小

売店セールスのためのシューフィッター養成講座」が開始された。参加費は65,000円、対象者は靴

関連部門で3年以上の職歴を有する人であった。受講者は3日間で「靴の人間工学」「足の病気」「靴
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の知識（革靴とゴム履物）」「足型計測」「フィッティング実習（パッキングワーク含む）」の研修を

受けた後、50人の足型計測行って「ペドカルテ」を提出する。その審査に合格した者に認定証が授

与されることとなった（加藤、2002、p．126-127）53。

　第１回から定員30人を超える申込みがあり54、その後も順調に受講者を獲得していった（図1）。シ

ューフィッター養成・認定事業の開始によって、会の財政は安定した。福井は、「シューフィッタ

ーの養成講座を始めてからだんだんよくなって、ずいぶん余裕ができて将来のために貯金をしてお

こうなんて言って、そういうこともできるようにもなりました」55と述べている。

　　　　②　背後のプロセス（１）フィッティング研修会メンバーの動員

　シューフィッター養成講座の設立に至るプロセスでも事務局長の加藤の活躍が見られたが、それ

以外の会員の支援なくして養成講座は開始できなかった。

　足型計測の結果に驚いてJIFでの対応策を話し合う中で、欧米のシューフィッターの存在や概念

を会に持ち込みシューフィッターの養成講座を提案したのは、副資材メーカー小﨑の経営者でJIF

副会長を務めていた小﨑照尚であった56。彼は英語に長けており、会社は世界的な靴の研究機関で

あるサトラの会員だったため、欧米の靴産業の事情に通じていた57。

　シュー・フィッティングには、①靴の知識と②足の知識、③足と靴を合わせるフィッティングの

知識が必要である。靴関連企業であるJIF会員企業は、それが暗黙的であれ形式的であれ靴に関す

る知識は持っていたものの、足についての専門知識は持ち合わせていなかった58。靴業界の企業は

大手ですら自ら専門的な研究を行うほどの規模ではなかったし（表1）、学術的に足から下を研究す

る専門家もほとんどいなかった59。そこで、ここでも中尾が足に関する知識を提供した。

　ただし中尾の協力を取り付けるために、加藤は再三に渡ってお願いに行ったと言われている。加

藤が改めて足に関する指導を依頼した際、中尾は当初、以前にも増して多忙になったことを理由に

加藤の依頼を断った。しかし「シューフィッターの養成なくして日本の靴文化向上は望めない」（加

藤、2003、p．135）と加藤が再三にわたって依頼を続けた。

　フィッティング研修会での指導を引き受けるに当たり、中尾は、次の2つの条件を出したと言わ

れている。一つは、「およそ学問とは、学ぶにつれて分からなくなるものだ。まして靴は、恐らく

君たちが思っているのとは段違いに、途方もなく難しいものなので、決して途中て破棄しないこと」
60、もう一つは、「日本にはまだ靴学も靴の教育機関も存在しない。将来JIFがなんらかの形で教育

事業をスタートさせたとき、参加メンバー全員が講師として、後進の指導に当たること」 61であった。

　中尾は、表向きは多忙を理由に依頼を断ったが、「当時の日本の靴事情に不信と不満を抱かれて

いたことが」（加藤、2003、p．135）、真の理由だったのではないかと加藤は推察している。中尾の

心中は知る由もないが、もし小池がつくりあげた人台のことが頭にあったのであれば、同様に中尾

の指導を得て足型計測を行いながら、そのデータを標準クツ型やその他の何にも活用できていなか

ったJIFや靴業界に対する「不信感」があったと言えるかもしれない。途中で投げ出さずに教育事

業を立ち上げて、参加企業は後進の指導に当たることという条件が付された理由も、自分が提供す
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る専門知識を無駄にするのではなく、また講義の参加企業だけが独占するのでもなく、必ず靴業界

の役に立てて欲しいと考えていたとも解釈できる。

　このような条件の下1979年に発足したフィッティング研修会に集まった会員企業は表7の通りで

ある。加藤は事務局長として、小﨑や城戸は理事として、国産靴の＜機能＞向上のためにも、収益

事業とするためにも、シューフィッター養成講座が必要ということは了解していただろう。また中

尾は教える内容を独占するのではなく教育事業を開始し、研修会メンバーは後身の指導に当たるこ

とという条件を出していた。しかし、集まったメンバーは養成講座の設立を目指していたわけでは

なかった。彼らの参加意図は、当時靴業界に存在していなかった足に関する専門知識を学ぶことに

あった。自らの業務に関係して喫緊に足に関する知識を必要としていた企業から、必ずしも当座の

必要はないけれどもそうした知識を得ておきたいという企業もあったが、それらに共通するのは、

足について学ぶという目的であった。そうした意図から参加した経営者か、あるいはそうした会社

の意向に従って仕事として派遣されてきた社員でフィッティング研修会メンバーは占められてい

た。

　例えば、婦人靴メーカー・ダイナス製靴の経営者菊地武男は、外反母趾に苦しむ娘の足に合う靴

の製作に取り組んでいたが、独学に限界を感じ、足について体系的に学ぶ必要を感じていた。

　足の機能と構造についての基礎学問を勉強しなくてはだめだ、ともかく学問的なきちんと

した裏付けが欲しい、その裏付けに基づいた木型をつくってみたいと痛感していた。

靴で泣いている女性の要求を満足させる靴をつくることができれば、多少なりとも社会に貢

献できる。そのうえ売上もあがって、会社も大きくすることができるにちがいない（竹澤、

2005、p．89）。

　また婦人靴の卸の銀座ヨシノヤ商事では、これまでの個別的な生産・販売による「履き心地」の

良さを維持しながらも効率的に規模を拡大していくために、1978年に「履きよい靴研究会」を発足

させていた（銀座ヨシノヤ九十年史編纂室、1997、p．124；矢代、1997、p．138）。そこで彼らは足

に関する知識を必要としていた。森野潤一は次のように述べている。

　お客さんの足型を、例えば23といってもいろいろとタイプがね、Eの人もいるし、EEの人も

いるし、EEEの人もいるし、底幅が出ている人もいるし、狭い人もいるしと、いろいろなタイ

プがある。そういう足型のタイプを分類するということをやろうというふうにしていました

から。そのときに基礎知識的なことで、みんなで知識を共有しようということで・・・（中略）・・・

セミナーを代表で受けに行って、それで持ち帰ってまた報告するということをやっていたわ

けですね62。

　佐藤重基は、アシックスは「わりと研究熱心な会社で、知識を外に求めていた」63ので社命を受
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けて勉強にきたと述べている。藤原宏も「中尾先生の講義を受けること、と会社［ホテイ護謨（ゴ

ム靴メーカー）］にいわれて」64、フィッティング研修会に参加したと述べている65。

表7　フィッティング研修会メンバー

19 
 

表7 フィッティング研修会メンバー 

 
出所）1980年、1982年はボンピエ加藤彰一提供のメモ、1991年はJIFフィッティング研修会（1991）「第1回JIFフィッティング
研修会報告書－足～靴型～靴～フィッティングの研修（1991）」p．48より。 
注） 
1）空欄は詳細不明。 
2）社名は当時のもの。 
3）清沢氏の名前が確認できるのは1981年10月までで、1981年12月には佐藤の名前が見られる。（ボンピエ加藤彰一メモ）。 
4）1991年の舟川は世界長ゴム勤務時代の1985年から参加していた（舟川ノート「フィッティング研修会Vol．1（1985～1986）」の
最初の日付による）。 

5）玉井氏の名前は1989年の内部資料（佐藤重基による「第2回フィッティングメンバー会合（関西地区）」1989年5月18日付け議
事録）にも見られる。 
 
 独自の靴型を開発するのであれ、知識を持ち帰って社内で勉強会をするのであれ、とにかく足に関する知識を得

ることが目的であった彼らを、養成講座開始にコミットするよう説得して研修会を引っ張っていったのは小﨑で

あった。藤原は次のように述べている。 
 

JIFは当時赤字で。企業のための、企業が会員の団体でしたから。・・・（中略）・・・小﨑さんが、［JIFは］

企業ための団体なので、企業に還元しないといけないということで、企業の会費に何を返すのか、講座受ける

だけでは［駄目だ］、ということで、講座の内容を還元しようということになった。・・・（中略）・・・はじめ

はみんな乗り気でなかったですよ。「俺らが教えられるか」ということで。しんどいだけやし。行きたくない

ということで、小﨑さんに相談したこともある。けど、何を言うとんかと小﨑さんが叱咤激励して、前に進ん

だ。・・・（中略）・・・身に着けた知識を外に出せ、と。事務局のおカネがなくて、講座をすれば事業になる

から。小﨑さんも経営者ですから。慈善事業でやっているわけじゃない。両にらみでやったのでしょう66。 
 
 小﨑はまた、各々勉強をして帰るだけで親しい交流がなかったメンバーがチームとしての凝集性を高めるきっ

かけをつくった。森野は次のように述べている。 
 

何回目かのときに、いつも学校、芸大で授業を受けて、お昼ご飯は芸大の食堂に食べに行っていたわけです

よ。・・・（中略）・・・ある日そこが休みだったのかな。それで小﨑さんが、じゃあ、わしがちょっと駅弁を

買ってきますって買ってきてくれたんです。それでお昼ご飯をあそこでいただいて、帰りにいつものようにお

1980年7月
10日時点

1982年3月
時点。継続
意思表明者

1991年時点

(株)アシックス スポーツ・シューズ・メーカー 清沢順一 佐藤重基 佐藤重基
小﨑照尚 小﨑照尚 小﨑照尚 経営者、JIF副会長
的場健 的場健 的場健
矢代裕夫 矢代裕夫 矢代裕夫
森野潤一 森野潤一 森野潤一

(有)Kスタジオ 靴設計事務所 城戸凡生 城戸凡生 経営者、JIF理事
(株)西武百貨店 小売 柳原巴江
STUDIO　S.K.→ボンピエ 婦人靴設計→オーダーメイド 加藤彰一 加藤彰一 加藤彰一 経営者
世界長(株) ゴム靴メーカー 坂井寛治 増山嘉文 玉井良信
ダイナス製靴(株) 婦人・紳士靴卸、メーカー 菊地武男 菊地武男 菊地武男 経営者
ホテイ護謨(株) ゴム靴メーカー 藤原宏 藤原宏 藤原宏
ミドリ安全工業(株) 安全靴メーカー 福島明信 小島敏男
(株)ヨシノヤ靴店 婦人靴小売 鈴木富雄
(株)リンザイ 藤田稔 藤田稔
ローンシューズ(株) 田中米治

山口美知夫
内田百馬

ケンプランター 板東友規子
（株）モリト 副資材メーカー 舟川洋一
JIF事務局 加藤一雄 加藤一雄 加藤一雄

備考

銀座ヨシノヤ商事(株) 婦人靴卸

(株)小﨑 副資材メーカー

社名 業種

メンバー名

 

出所）1980年、1982年はボンピエ加藤彰一提供のメモ、1991年はJIFフィッティング研修会（1991）「第1回JIFフィッテ
ィング研修会報告書－足～靴型～靴～フィッティングの研修（1991）」p．48より。
注）
1）空欄は詳細不明。
2）社名は当時のもの。
3）清沢氏の名前が確認できるのは1981年10月までで、1981年12月には佐藤の名前が見られる。（ボンピエ加藤彰一メ
モ）。
4）1991年の舟川は世界長ゴム勤務時代の1985年から参加していた（舟川ノート「フィッティング研修会Vol．1（1985～
1986）」の最初の日付による）。
5）玉井氏の名前は1989年の内部資料（佐藤重基による「第2回フィッティングメンバー会合（関西地区）」1989年5月
18日付け議事録）にも見られる。

　独自の靴型を開発するのであれ、知識を持ち帰って社内で勉強会をするのであれ、とにかく足に

関する知識を得ることが目的であった彼らを、養成講座開始にコミットするよう説得して研修会を

引っ張っていったのは小﨑であった。藤原は次のように述べている。

　JIFは当時赤字で。企業のための、企業が会員の団体でしたから。・・・（中略）・・・小﨑さ

んが、［JIFは］企業ための団体なので、企業に還元しないといけないということで、企業の会

費に何を返すのか、講座受けるだけでは［駄目だ］、ということで、講座の内容を還元しようと

いうことになった。・・・（中略）・・・はじめはみんな乗り気でなかったですよ。「俺らが教え

られるか」ということで。しんどいだけやし。行きたくないということで、小﨑さんに相談
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したこともある。けど、何を言うとんかと小﨑さんが叱咤激励して、前に進んだ。・・・（中略）・・・

身に着けた知識を外に出せ、と。事務局のおカネがなくて、講座をすれば事業になるから。小

﨑さんも経営者ですから。慈善事業でやっているわけじゃない。両にらみでやったのでしょ

う66。

　小﨑はまた、各々勉強をして帰るだけで親しい交流がなかったメンバーがチームとしての凝集性

を高めるきっかけをつくった。森野は次のように述べている。

　何回目かのときに、いつも学校、芸大で授業を受けて、お昼ご飯は芸大の食堂に食べに行

っていたわけですよ。・・・（中略）・・・ある日そこが休みだったのかな。それで小﨑さんが、

じゃあ、わしがちょっと駅弁を買ってきますって買ってきてくれたんです。それでお昼ご飯

をあそこでいただいて、帰りにいつものようにお疲れさまとなって帰るときに、上野の西郷

さんがある森、あそこの丘のところに外にバーベキューテラスみたいなのがあったの。そこで、

［小﨑さんが］みんなこのまま帰るんかいと言うわけですよ。それで、いや、時間はあります、

大丈夫ですと。関西の人は泊まるからね。その後の予定が個々になければということで、じ

ゃあ、ちょっと飯を食べようということになって。そこで初めてみんな食事を、1杯飲みながら。

夏だったかな、確か。・・・（中略）・・・ビールを飲みながら、焼き肉というかジンギスカン

みたいなものを、テラスだから外での席で。それでもうわりあいみんなやっと打ち解けたと

いうか、そんな感じだったので。

　それはよく佐藤［重基］君にも話すんだけど、小﨑さんがああいうことをしなかったらな

かなかみんな打ち解けたような形にならなかったねということを話すんですよね。・・・（中

略）・・・加藤さん、中尾先生というのはシューフィッターのおおもとになっているかもしれ

ないけど、でもやっぱりもう1人シューフィッターの我々のフィッティング研修会をまとめた

のは、小﨑さんの力というのは非常に大きいなと僕は思うんです67。

　小﨑のリーダーシップにより、フィッティング研修会メンバーはシューフィッター養成講座の準

備に協力し、講師としても講座を支えることになった。

　養成講座のカリキュラムはフィッティング研修会で話し合われたが（表6）、養成講座で教える内

容をテキストとして形式化していったのは事務局の加藤と山本であった。彼らは、『良いクツの基

礎知識』などのこれまでの刊行物を活用し、研修会の成果も盛り込んで、養成講座のテキストのた

たき台を作成した68。

　これらの結果として、1983年8月・1984年3月には会員向けシミュレーション、1984年11月からは

靴小売業の販売員をターゲットとしたシューフィッター養成講座が開始された。メイン講師は靴人

間工学を担当する中尾で、フィッティング研修会のメンバーはフィッティングに関する科目を担当

した69。
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　フィッティング研修会は、シューフィッター養成講座開講後も解散せず、1993年までフィッティ

ングにかかわる研究活動を続けた70。中尾による講義も続いたが、独自の研究も行われた。石膏で

の足型採型方法の確立や靴内の調整を行うパッキングワークの研究、ヒール上昇による足の変化の

研究などがそれに当たる71。

　彼らはまた、養成講座の講師も続け、養成講座のカリキュラム刷新や、1984年に開始された上級

シューフィッター養成講座や1991年に行われたマスターコースの準備と運営にも携わった72。資格

を取得したシューフィッターの要望から生まれた補習講座の運営にも当たった73。

　彼らのコミットが続いた理由として、会社の代表というよりもフィッティング研修会のメンバー

の一員としてそれに携わるようになったこと、すなわち彼らが凝集性の高いグループになったこと

が挙げられる。当時50、60代だった加藤や小崎、菊地と、30前後の若手であった的場や矢代、森野、

佐藤、加藤（彰一）、藤原、舟川、玉井は、藤原によれば「みんなファミリー、家族みたい」74な関

係で、加藤彰一によれば「一生の付き合いになった仲間」75となったのである。

　

　　　　③　背後のプロセス（２）潜在マーケットへの働きかけ

　初回から定員を超える受講者を得た理由として、フィッティングの知識・技術を教える場が靴産

業には他になかったので潜在的な受講希望者は多かったことが挙げられる。しかし潜在的受講者を

顕在化させるために、JIFが積極的に働きかけを行ったこともその理由である。

　JIFは、フィッティングの知識・技術の不在が問題であることを指摘し、その知識・技術の習得

は意味があることを靴産業の潜在的受講者に対して働きかけていった（三浦、近刊）。そのときに繰

り返し引き合いに出されたのが、講談社から1984年に出版された『痛い靴はもう履かない』である。

シューフィッター養成講座の受講者募集のチラシにおいても、「JIF会報」においても、『痛い靴は

もう履かない』に対する消費者の反響は大きく、出版以来事務局に連日問い合わせが寄せられてい

ることが繰り返し指摘された76。シューフィッター養成講座受講者募集のチラシで具体的に次のよ

うに記されている。

　この本に対する読者の反響は予想以上に大きく、靴選びに困り果てた消費者からは「フィ

ッターのいる店を紹介して欲しい」「なんとか足に合った靴がはきたい」という声が、刊行半

年を経った現在でもなお、連日のように事務局に寄せられております。・・・（中略）・・・こ

うした現状からみましても、店頭におけるシュー・フィッティング・サービスは急務である

と存じます77。

　『痛い靴はもう履かない』の出版経緯については、1983年から出版の計画がなされていたことぐ

らいしか記録が残されていない78。当初からシューフィッター養成講座の集客ツールとしての狙い

があったわけではないと思われるが、出版後は消費者から連日の問い合わせを受けることになった。

JIFはそれをシューフィッター養成講座の受講者募集にうまく活用したのである79。
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V. 議論
　シューフィッターの養成と資格認定の事業がどのように開始されるに至ったかを記述してきた。

以下では、長谷川・薬袋（2010）と対比させながら事例をまとめる。長谷川らによれば、認定資格

制度が設立に至るための要件は次の9つであった。①明確な職能像が示され、②認定機関には財政

力があり、③それは法人組織であり（必須ではない）、④専門知識を持つ大学教員との協力体制があ

り、⑤検定試験等を実施するための事務局体制がある必要がある。さらに、⑥制度の母体となる研

修事業があり、⑦必要な学習領域の整理と知識が集成されており、⑧資格取得後も能力を向上でき

るように研究活動の場がある必要がある。以上の内部資源だけでなく、外部の環境としては、⑨資

格を求める人々がいる必要がある。

・　財政力（②）

　シューフィッター養成講座の開始前のJIFは、赤字になりがちで、財政力があったわけではなか

った。むしろ、そうした状況を打開するために模索されたのがシューフィッター養成講座であった。

・　大学教員との協力体制（④）

　大学教員に限らず、専門知識を持った人たちの協力があった。足の知識に関しては中尾が、靴や

その設計・製造については各務や城戸が専門知識を持っており、さらに山本にはそれらを本として

編集する能力があった。こうした専門知識にもとに会が発行してきた本が、養成講座のテキストの

一部として活用された。また、専門知識だけでなく、養成講座の実現のためにリーダーシップを発

揮して集団をまとめていった小﨑もいた。これらの人たちは、養成講座を実現するために協力を仰

いだというより、それ以前から会員として会の活動を支援してきた人たちであった。

・　事務局体制（⑤）

　上記支援者を集めたのは、IWFを設立して事務局長になった加藤であった。彼は、国産靴の＜機

能＞を向上させたいという志を持っており、そのために研究が行われる必要があると考えていた。

それを実現するため、周囲を説得して支援者を獲得していった。検定試験等を実施するためには専

従職員が必要というような（長谷川・薬袋、2010）、単なる人手としてのスタッフではなく、加藤は

主体的な行為者であった。

・　明確な職能像（①）、必要な学習領域の整理と知識の集成（⑦）、母体となる研修事業（⑥）

　シューフィッターという概念については、小﨑の紹介により諸外国からとり入れられた経緯があ

り、当初から「店頭での靴合わせの専門家」という定義は明確に存在した。しかし、それになるた

めの知識体系や研修事業が存在したわけではなかった。従って、過去の出版物という資産と、フィ

ッティング研修会の研究活動成果をもとに、シューフィッター養成・認定カリキュラム（テキスト

を含む）がつくられていった。実際の研修では、中尾やフィッティング研修会メンバーが講師を務

めた。さらに、養成講座開始後も適宜カリキュラムやテキストの修正が行われた。すなわち、必要

な学習領域の整理と知識の集成や、研修事業設計は継続的に修正された。
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・　資格取得後も能力を向上できるような研究活動の場（⑧）

事前に用意してあったわけではないが、資格取得者の要望により、事後的に補習講座が開始された。

フィッティング研修会メンバーの協力があってそれは実現した。

・　資格を求める人 （々⑨）

　JIFは、潜在ニーズを顕在化させるための働きかけを積極的に行っていた。主たるターゲットで

ある小売店に対して、フィッティングを求める消費者が多数いること、それ故シューフィッター資

格取得に意味があることを明確に指摘した。

・　法人組織（③）

　長谷川・薬袋（2010）では、資格取得者の信用を得るためには法人組織であった方が望ましいと

主張されたが、JIFは任意団体であった。

　

　確かに事後的には法人格を除く全ての要件が満たされたのだが、JIFは事前にそれらを全て満た

していたわけではなかった。JIFにカネはなかったが、主宰者の加藤が集めた支援者がいた。JIFは

彼らの協力によって事業活動を継続し、その結果蓄積されていった資源が養成講座に応用された。

またJIFは、資格の取得希望者を獲得するため、潜在的なマーケットに働きかけを行っていた。以

上のように、内的資源の蓄積・活用と外部環境への働きかけというプロセスがあって、資格認定事

業が成立するに至った。

VI. おわりに
　データや資料に基づく根拠ある記述によって民間団体による資格認定事業創設の実態を明らかに

し、その設立は容易なわけでも、9つの条件に事前に恵まれていないと達成できないわけでもない

ことを明らかにしたことが本稿の貢献である。しかしシューフィッター養成・認定事業の設立プロ

セスは、民間の資格認定事業の一事例に過ぎない。資格認定事業の設立に至る一つのパターンが示

されたに過ぎないので、今後、まだ明らかにされていないパターンの解明と多様なパターンの整理

が望まれる。

補論 標準クツ型研究委員会
　フィッティング研修会の活動はシューフィッター養成講座という事業として結実したが、金銭的

にも内容的にも成功しなかった研究活動も同時期に存在した。あまり詳しい資料が残されていない

が、ここで簡単に記しておく。

　標準クツ型委員会は足型計測を行ったサイズ委員会が解消されて1981年3月に改めて設立された

委員会であり、その目的は日本人の足に合う標準クツ型の作成であった80。足型計測事業の最終目

標の一つであったクツ型の開発が行われることになったのである。

　2年半後の1983年10月にはメンズの木型が会員限定で5万円程度で提供されることが会報に記され

ているが81、その発表会は何度も延期され、1985年11月26日の段階では木型の公表に至っていない 82。
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その後、メンズ・ウィメンズの木型が公表されたのかどうかは資料の制約から不明である83。しか

し後年のJIF・FHAの資料でこの事業に触れられたものはみられないため、仮に公表されたのだと

してもあまり反響がなく、広く活用されることはなかったと思われる84。

　標準クツ型研究委員会の活動がうまく事業化されなかった理由はいくつか考えられる。靴型に固

有の問題として、同時期にフィッティング研修会メンバーとしてJIFにかかわっていた加藤彰一は、

「普通の靴も標準靴も、［個々人の足に］合う合わないについては普通の靴と変わらない。だから頓

挫してしまった」85と指摘している。福井は標準クツ型研究委員会のメンバーだったが、この活動

については記憶が曖昧とした上で、つくってはみたがそれ以上は行かなかったのだと思うと述べて

いる86。

　また、標準クツ型研究委員会ではフィッティング研修会のようにメンバーのコミットが続かなか

ったことも示唆される。会合の回数が徐々に減っていったのである。1981年は7回、1982年と1983

年の2年間で8回（平均年4回）、1984年から1985年3月の間に3回、その後は不明である87。小﨑のよ

うなリーダーがいなかったからか、標準クツ型の開発自体が難しい課題であるため成果が出にくく

メンバーのモチベーションが下がっていったのか、あるいはシューフィッター養成講座準備・『痛

い靴はもう履かない』の執筆・出版で事務局のサポートが手薄だったのか、それらの複合的な問題

だったのか、全て推測で詳細は不明であるが、活動は停滞していった。

　さらに、標準靴型作成というテーマに新規性や革新性がなかった可能性もある。1977年から1979

年まで全履協が実施した足型計測事業も、「靴型基準作成のための調査研究」であった88。この3年

間の活動自体は大規模足型計測とそのデータの分析で終わっているが、標準的な靴型の開発という

のは当時新規性のないテーマだったかもしれない。

　

※本文中の会社名や役職名は当時のものである。また、聞き取り対象者の肩書きはインタビュー当

時のものを記している。

※本稿は、三浦紗綾子（2014）「足と靴と健康協議会の活動史(1)―シューフィッター養成講座誕生

まで」『日本企業研究センター　ワーキングペーパーシリーズ』No．185、pp．1-20を、新たなイン

タビュー・データと内部資料に基づいて、大幅に削除・修正・加筆したものである。
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12　一般社団法人足と靴と健康協議会専務理事　神部俊平・同事務局長　木村克敏、インタビュー

（2013年11月25日）。シューフィッターには3年ごとの更新制度が設けられているので認定されても

現在は資格が有効でない者がいる。なお、現在FHAは「シューフィッター」と表記するが、JIFの

発行物には「シュー・フィッター」の表記も見られる。以下では、書類や書籍のタイトルでない限

り、シューフィッターに統一して記述する。
13　その後、1997年にJIFから足と靴と健康協議会（FHA）に改組された。
14　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、FHA50周年記念祝賀会でのスピーチ（2016

年2月10日）。
15　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、FHA50周年記念祝賀会でのスピーチ（2016
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年2月10日）。
16　日本靴総合研究会（不明）「昭和54年度　事業報告書」。
17　1972年に49社（日本靴総合研究会、1979、「正会員名簿」1979年7月31日）、1982年に40社（日本

靴総合研究会、1982、「JIF運営案 '82-7月～12月」）、1983年に43社（日本靴総合研究会、1983、「お

知らせとお願い」）。
18　日本靴総合研究会（1983）「'84-'85秋冬メンズ・ウィメンズファッションはどう動くか　第8回フ

ァッション予測セミナーご案内」、（1984）「'85秋冬メンズ・ウィメンズファッションはどう動くか

第10回ファッション予測セミナーご案内」。
19　少なくとも1967年1月から6月の間に、機関誌『シュー・レポート』が毎月刊行されていた（日本

婦人靴研究会、1967、p．67）
20　JIF内部資料から、少なくとも1981年版～1986年版は発行されたことが確認されている。
21　日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度事業報告書」p．11。
22　靴業界で2000部売れる本はほとんどなかった（山本宏、電話インタビュー、2015年12月8日）。同

書は靴に関するテキストとして定着し、業界・マスコミ・消費者センター・図書館で活用された（日

本靴総合研究会、1981、「JIF会報81-1」）。
23　日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度事業報告書」p．11。
24　日本靴総合研究会（1983）「JIF会報83-6」1983年11月29日。
25　日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-3」1981年6月29日、会員向け手紙、1981年9月11日。
26　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、FHA50周年記念祝賀会でのスピーチ（2016

年2月10日）。
27　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
28　山本宏、電話インタビュー、（2015年12月8日）。
29　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。1980年代

に事務局に入った長谷川時子も、加藤と山本の給料が毎月出るわけではない状態だったときいたこ

とがあると述べている（インタビュー、2016年2月10日）。
30　シュー・ダイアリーは「会費を据え置いて収益をはかるべく、会員各位のご支援を仰いで、諸事

業を活発に展開する方針を採り、その一環として」（日本靴総合研究会、1981、会員向け手紙、

1981年9月11日）発行され、業界名簿は「理事会において、「会費を値上げせず事業を積極的に展開

することで会の運営をはかる」という方針に添って承認された」（日本靴総合研究会、1981、「JIF

会報81-3」1981年6月29日）。
31　全日本履物団体協議会（1978）「靴型基準作成のための調査研究報告書―実施要領作成のための

基礎調査」p．15。全日本履物団体協議会は、靴関連の11団体が参加して1977年に結成された団体

であり、その目的は、標準靴型寸法の規格化であった（旬刊くつ編集部、1979、p．3；大塚、1991、

p．79）。
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32　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
33　足の数点の計測箇所のデータがあったところで、靴型がすぐ開発できるわけではないのは事実で

ある。「靴型には足のスペースを確保するための容積と、歩行の動作を阻害せず、しかも足を保持

するための形が求められる」（中島、2011、p．6）。従って足と靴型の寸法は同じではない（大塚、

1991、p．64-65）。
34　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
35　日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-1」、「JIF会報81-3」、（年不明）「JIFとくせい足型計測用具」

チラシ。
36　日本靴総合研究会（1970）「JIFサイズ委員会中間報告会資料」pp．1-2、p．4。
37　日本靴総合研究会（1970）「JIFサイズ委員会中間報告会資料」pp．3-4。
38　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
39　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
40　アシックスジャパン株式会社営業推進統括部・販売促進部・販売促進チーム、一般社団法人足と

靴と健康協議会副会長　佐藤重基、インタビュー（2014年7月14日）。婦人靴ではなく紳士靴分野に

ついてではあるが、戦後の靴職人の世界については竹川（2014）参照。
41　福井は、「加藤一雄さんの下、気のあった勉強熱心な仲間があつまってやっていました」（合名会

社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、FHA50周年記念祝会でのスピーチ、2016年2月10日）

と述べている。
42　現在でもそうだが、靴のデザイン毎に製造企業が分かれるという水平分業に加え、製造工程ごと

に企業が水平分業していた（関、1975；東京都商工指導所、1975）。
43　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
44　1979年7月31日の正会員名簿で49社（日本靴総合研究会、1979、「正会員名簿」1979年7月31日）。
45　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
46　城戸も各務も、福井の知人であった（福井利三、インタビュー、2016年4月28日）。
47　日本婦人靴研究会（1967）p．5。
48　日本婦人靴研究会（1969）p．3。
49　山本宏、電話インタビュー（2015年12月8日）。
50　藤田は、人体構造の知識を得るためには遺体の解剖実習だけでは不十分と考えており、「生きて

いる人のからだ」を対象とした生体観察にも注力していた（藤田・寺田、1976、p．1）。加えて、生

態観察は医学だけでない人間工学や被服学、美術解剖学などの分野に応用されるべきと考えていた

（藤田、1988、p．v；西村、1992、p．106）。
51　小池と加藤をそもそも引き逢わせたのは、JIF会長の佐宗との指摘がある（ボンピエ　加藤彰一、

筆者宛電子メール、2016年3月21日；元大塚製靴株式会社　福原一郎、インタビュー、2017年5月15日）。
52　その他に日本靴総合研究会（年不明）「昭和54年度事業報告書」p．1。
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53　日本靴総合研究会（1984）「靴小売店セールスのためのシュー・フィッター養成講座（第1回）」

チラシ。
54　日本靴総合研究会（1984）「理事会開催のご案内」1984年11月26日。
55　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
56　合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、FHA50周年記念祝賀会でのスピーチ（2016

年2月10日）。なお、小﨑が会員になった経緯は明らかではないが、日本婦人靴研究会（1969）には

同社の広告が見られることから、初期からのメンバーだったと思われる。
57　株式会社ジェイ・ビー　藤原宏、インタビュー（2015年1月4日）；的場健、インタビュー（2014年5

月19日）；株式会社銀座ヨシノヤ　商品部　企画グループ、一般社団法人足と靴と健康協議会理事

森野潤一、インタビュー（2014年8月8日）。
58　アシックスジャパン株式会社営業推進統括部・販売促進部・販売促進チーム、一般社団法人足と

靴と健康協議会副会長　佐藤重基、インタビュー（2014年7月14日）；株式会社銀座ヨシノヤ　商品

部　企画グループ、一般社団法人足と靴と健康協議会理事　森野潤一、インタビュー（2014年8月8

日）；山本宏、インタビュー（2015年12月8日）。
59　人間工学者の山崎信寿（1987）は「我が国には工学、医学、家政学などのいずれの分野にも靴を

扱う専門領域が存在しない」（p．228）と指摘している。例外は、人類学者の近藤四郎（1979）、医

学の分野では「足の裏博士」として知られた平沢彌一郎（1978、1991）と整形外科医の石塚忠雄（1983、

1996）ぐらいであろう。新潟医療福祉大学大学院　義肢装具自立支援学分野長教授阿部薫は、石塚

（1996）が当時としては画期的な本だったと述べている（インタビュー、2017年3月25日）。
60　日本靴総合研究会資料（1990）「“バチェラー”及び“上級コース”受講者の皆さまへ」1990年11

月9日。
61　日本靴総合研究会資料（1990）「“バチェラー”及び“上級コース”受講者の皆さまへ」1990年11

月9日。
62　株式会社銀座ヨシノヤ　商品部　企画グループ、一般社団法人足と靴と健康協議会理事　森野潤

一、インタビュー（2014年8月8日）
63　アシックスジャパン株式会社営業推進統括部・販売促進部・販売促進チーム、一般社団法人足と

靴と健康協議会副会長　佐藤重基、インタビュー（2014年7月14日）。
64　株式会社ジェイ・ビー　藤原宏、インタビュー（2015年1月4日）。
65　1985年からフィッティング研修会に参加した舟川洋一も、社命で足の勉強をするために参加した。

在籍していた世界長ゴム（当時）で、木型の担当者が急逝したので木型開発を担当することになり、

勉強する必要が生じたからであった（舟川洋一、インタビュー、2014年5月19日）。
66　株式会社ジェイ・ビー　藤原宏、インタビュー（2015年１月4日）。
67　株式会社銀座ヨシノヤ　商品部　企画グループ、一般社団法人足と靴と健康協議会理事　森野潤

一、インタビュー（2014年8月8日）。
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68　株式会社ジェイ・ビー　藤原宏、インタビュー（2015年1月4日）；株式会社銀座ヨシノヤ　商品部

企画グループ、一般社団法人足と靴と健康協議会理事　森野潤一、インタビュー（2014年8月8日）。
69　日本靴総合研究会（1984）「靴小売店セールスのためのシュー・フィッター養成講座（第1回）」、

（1985）　「靴小売店セールスのためのシュー・フィッター養成講座（第2回）」、「靴小売店セールス

のためのシュー・フィッター養成講座（第3回）」。
70　 JIFフィッティング研修会（1994）「第3回　フィッティング研修会報告書（1994）」。
71　 JIFフィッティング研修会（1991）「第1回　フィッティング研修会報告書（1991）」、（1992）「第2

回　フィッティング研修会報告書（1992）」、（1994）「第3回　フィッティング研修会報告書（1994）」；

的場健、インタビュー、（2014年5月19日）。
72　 JIFフィッティング研修会（1992）「第2回　フィッティング研修会報告書（1992）」。
73　 舟川洋一、インタビュー（2014年5月19日）。
74　 株式会社ジェイ・ビー　藤原宏、インタビュー（2015年1月4日）。
75　 ボンピエ　加藤彰一、インタビュー（2014年2月10日）。
76　 日本靴総合研究会（1984）「JIF会報84-2」1984年5月10日、「JIF会報84-3」1984年6月12日、「『痛い

靴はもう履かない』TVで4日間連続放映！」1984年10月2日、「JIF会報84-4」1984年11月21日、「靴

小売店セールスのためのシュー・フィッター養成講座（第1回）」、（1985）「靴小売店セールスのた

めのシュー・フィッター養成講座（第2回）」。
77　 日本靴総合研究会（1984）「靴小売店セールスのためのシュー・フィッター養成講座（第1回）」。

第2回、第3回のチラシにも同様の主張がみられる。
78　 日本靴総合研究会（1983）「JIF緊急理事会のご案内」1983年7月14日。
79　 詳細は三浦（近刊）。
80　 日本靴総合研究会（不明）「昭和54年度事業報告書」p．8。
81　 日本靴総合研究会（1983）「JIF会報83-5」1983年10月27日。
82　 日本靴総合研究会（1983）「JIF会報83-6」1983年11月29日、（1984）「JIF会報84-2」、「JIF会報84-

4」、（1985）「JIF会報85-1」1985年3月18日、「JIF会報85-6」1985年10月17日。
83　 標準クツ型研究委員会担当理事との記録が残されている福井も（日本靴総合研究会、1983、「JIF

会報83-5」1983年10月27日）、この事業について記憶があいまいと述べている（合名会社福井靴木型

製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー、2016年4月28日）。
84　 例えば、FHA50周年記念祝賀会のスピーチや資料にその話は出てきておらず（2016年2月10日）、

50周年を記念して発売された足と靴と健康協議会編（2015）でも一切触れられていない。また同時

期にフィッティング研修会メンバーだった加藤によれば、標準クツ型委員会は「頓挫してしまった」

（ボンピエ、加藤彰一、インタビュー、2014年2月10日）。
85　 ボンピエ　加藤彰一、インタビュー（2014年2月10日）。
86　 合名会社福井靴木型製作所　代表取締役　福井利三、インタビュー（2016年4月28日）。
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87　 日本靴総合研究会（1981）「JIF会報81-4」、（1983）「JIF会報83-3」1983年5月6日、（1985）「JIF会

報85-1」1985年3月18日、「JIF会報85-6」1985年10月17日。
88　 全日本履物団体協議会（1978）「靴型基準作成のための調査研究報告書―実施要領作成のための

基礎調査」。
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